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3.2 社会的状況 

3.2.1 人口及び産業の状況 

1. 人口の状況

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市の人口及び人口密度の状況は、表 3.2-1 のとお

りである。

平成 17～平成 27 年の人口の推移は、佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市とも減少

傾向である。

また、佐賀県、唐津市及び玄海町の平成 29 年 10 月～平成 30 年 9 月の人口動態並びに長崎

県及び松浦市の平成 30 年 1 月～令和元年 12 月の人口動態は、表 3.2-2 のとおりである。 

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市の人口は、自然動態及び社会動態とも減少して

いる。

表 3.2-1 人口及び人口密度の状況 

（各年 10 月 1 日現在）

区 分 項 目 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

佐賀県

人口総数（人） 866,369 849,788 832,832 
男（人） 408,230 400,136 393,073 
女（人） 458,139 449,652 439,759 
人口密度（人/ km2） 355.1 348.3 341.2 

唐津市

人口総数（人） 128,564 126,926 122,785 
男（人） 59,962 59,221 57,547 
女（人） 68,602 67,705 65,238 
人口密度（人/ km2） 302.8 260.4 251.8 

玄海町

人口総数（人） 6,738 6,379 5,902 
男（人） 3,410 3,274 3,035 
女（人） 3,328 3,105 2,867 
人口密度（人/ km2） 187.2 177.1 164.3 

長崎県

人口総数（人） 1,478,632 1,426,779 1,377,187 
男（人） 691,444 665,899 645,763 
女（人） 787,188 760,880 731,424 
人口密度（人/ km2） 361.1 347.5 333.3 

松浦市

人口総数（人） 21,221 25,145 23,309 
男（人） 9,986 11,914 11,164 
女（人） 11,235 13,231 12,145 
人口密度（人/ km2） 221.3 192.9 178.5 

「国勢調査 都道府県・市区町村別主要統計表（平成 17、22、27 年）」 
（e-Stat 政府統計ポータルサイト） 
「国勢調査 第 1 次基本集計結果による佐賀県の概要（平成 17 年）」

（e-Stat 政府統計ポータルサイト） 
「国勢調査 人口、世帯数、年齢別人口（3 区分）等の推移」 
（長崎県ホームページ）

「第 57 版(平成 22 年)長崎県統計年鑑」 
（長崎県ホームページ） より作成
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表 3.2-2 人口動態 

（単位：人）

区 分
自然動態 社会動態

増 減
出 生 死 亡 自然増減 転 入 転 出 社会増減

佐賀県 6,653 10,114 -3,461 29,225 30,274 -1,049 -4,510
唐津市 983 1,618 -635 2,847 3,335 -488 -1,123
玄海町 27 74 -47 146 201 -55 -102

長崎県 10,182 17,713 -7,531 49,951 56,007 -6,056 -13,587
松浦市 139 376 -237 720 842 -122 -359

注：1．佐賀県、唐津市及び玄海町の人口動態は、平成 29 年 10 月～平成 30 年 9 月の 1 年間の値である。 
2．長崎県及び松浦市の人口動態は、平成 30 年 1 月～12 月の 1 年間の値である。 

「推計人口／平成 30 年度 (2018 年度)」（さが統計情報館） 
「長崎県異動人口調査 年間集計（平成 30 年）」   
（長崎県ホームページ）                         より作成
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2. 産業の状況

(1)  産業構造及び産業配置

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 27 年の産業大分類別就業者数

は、表 3.2-3 のとおりである。 

就業者数について、唐津市、玄海町及び松浦市とも第 3 次産業が最も多く、唐津市は 37,208

人（63%）、玄海町では 1,794 人（54%）、松浦市では 6,568 人（58%）である。 

表 3.2-3 産業大分類別就業者数（平成 27年） 

区 分 項 目 就業者総数 第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 

佐賀県 
人数（人） 410,237 34,634 96,255 266,782 
比率（%） 100 8 23 65 

唐津市 
人数（人） 58,832 7,008 13,477 37,208 
比率（%） 100 12 23 63 

玄海町
人数（人） 3,334 778 759 1,794 
比率（%） 100 23 23 54 

長崎県
人数（人） 644,154 47,812 125,674 450,488 
比率（%） 100 7 20 70 

松浦市
人数（人） 11,413 1,584 3,019 6,568 
比率（%） 100 14 26 58 

注：比率は就業者総数（分類不能の産業を含む）に対する比率を示す。端数処理のため、合計が一致しない

場合がある。

〔「国勢調査 就業状態等基本集計（平成 27 年）」（e-Stat 政府統計ポータルサイト）より作成〕 

(2)  生産量及び生産額

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 27 年度の産業別総生産額は、表

3.2-4 のとおりである。 

生産額について、唐津市、玄海町及び松浦市とも第 3 次産業が最も多く、唐津市では約 2,336

億円（66%）、玄海町では約 116 億円（74%）、松浦市では約 563 億円（72%）である。 

表 3.2-4 産業別総生産額（平成 27年度） 

区 分 項 目 総生産 第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 

佐賀県 
総生産（百万円） 2,849,442 85,931 827,269 1,917,680 
比 率（%） 100 3 29 67 

唐津市 
総生産（百万円） 353,349 16,517 100,933 233,597 
比 率（%） 100 5 29 66 

玄海町
総生産（百万円） 15,676 2,401 1,543 11,629 
比 率（%） 100 15 10 74 

長崎県
総生産（百万円） 4,460,704 130,233 1,025,429 3,291,200 
比 率（%） 100 3 23 74 

松浦市
総生産（百万円） 77,791 3,064 18,123 56,274 
比 率（%） 100 4 23 72 

注：比率は、端数処理のため合計が一致しない場合がある。

「佐賀県統計年鑑（平成 29 年度） 平成 27 年度 経済活動別市町内総生産」（さが統計情報館） 
「平成 28 年度長崎県の市町民経済計算」（長崎県ホームページ）                     より作成 
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① 農 業

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 29 年の主要な農業産出額の推

計値は、表 3.2-5 のとおりである。 

農業産出額について、唐津市は野菜が多く約 77 億 2 千万円、玄海町では肉用牛が多く約

20 億 2 千万円、松浦市では肉用牛が多く約 12 億 8 千万円と推計されている。 

表 3.2-5 主要な農業産出額（平成 29年 推計） 

（単位：千万円）

区 分

耕 種

米 麦 類 雑 穀 豆 類 いも類 野 菜 果 実 花 き
工 芸

農作物

その他

作 物

佐賀県 2,790 250 0 200 50 3,640 2,040 330 230 130 
唐津市 255 2 0 0 23 772 385 80 144 27 
玄海町 34 － － 0 5 85 48 1 6 2 

長崎県 1,310 20 0 20 1,140 5,250 1,560 810 460 180 
松浦市 82 0 0 0 3 77 14 12 34 7 

区 分

畜 産
加 工

農産物
合 計

肉用牛 乳用牛 豚 鶏
その他

畜産物

佐賀県 1,590 180 570 1,000 30 60 13,110 
唐津市 492 44 215 207 0 9 2,655 
玄海町 202 28 x 10 x － 428 

長崎県 2,410 640 1,230 1,210 40 40 16,320 
松浦市 128 8 x 25 x 1 439 

注：「－」は皆無又は該当数字がないもの、「0」は単位未満、「x」は数字が秘匿されているものを示す。 

〔「第 65 次九州農林水産統計年報（平成 29～30 年）」（九州農政局ホームページ）より作成〕 

② 林 業

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 27 年の所有形態別林野面積

は、表 3.2-6 のとおりである。 

林野面積について、唐津市、玄海町及び松浦市とも民有地の割合が多く、唐津市では

23,165ha（91%）、玄海町では 1,004ha（100%）、松浦市では 6,012ha（98%）である。 
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表 3.2-6 所有形態別林野面積（平成 27年） 

区 分 項 目 合 計 国 有
民 有

小 計 独立行政法人等 公 有 私 有

佐賀県 
面積（ha） 110,507 15,271 95,236 3,674 13,131 78,431 
比率（%） 100 14 86 3 12 71 

唐津市 
面積（ha） 25,422 2,257 23,165 1,079 2,589 19,497 
比率（%） 100 9 91 4 10 77 

玄海町 
面積（ha） 1,004 － 1,004 － 7 997 
比率（%） 100 － 100 － 1 99 

長崎県 
面積（ha） 245,592 24,305 221,287 2,646 41,891 176,750 
比率（%） 100 10 90 1 17 72 

松浦市 
面積（ha） 6,129 117 6,012 － 558 5,454 
比率（%） 100 2 98 － 9 89 

注：1．比率は合計に対する比率を示す。 
2．数値は単位未満を四捨五入したため、総数と内訳が一致しない場合がある。 
3．「－」は皆無又は該当数字がないものを示す。 

〔「第 65 次九州農林水産統計年報（平成 29～30 年）」（九州農政局ホームページ）より作成〕 
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③ 水産業

a. 海面漁業

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における海面漁業の漁獲量の推移は表 3.2-7、

平成 29 年の漁業種類別漁獲量は表 3.2-8 のとおりである。 

平成 29 年における海面漁業の漁獲量合計は唐津市 2,925t、玄海町 44t であり、佐賀県合

計の 8,047t に対し唐津市は約 36.3%、玄海町は約 0.5%となっている。松浦市は 5,086t であ

り、長崎県合計の 317,069t に対し松浦市は約 1.6%となっている。 

また、漁業種別漁獲量は、唐津市では船びき網が最も多く 732t、玄海町ではその他の釣

が最も多く 19t、松浦市では船びき網が最も多く 2,209t となっている。 

表 3.2-7 海面漁業の漁獲量の推移 

（単位：t） 
区 分 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 
佐賀県 13,758 18,005 10,176 8,047 8,404 
唐津市 7,212 10,214 2,917 2,925 3,021 
玄海町 42 53 45 44 39 

長崎県 240,390 295,998 286,490 317,069 290,591 
松浦市 4,186 5,568 4,561 5,086 4,141 

「第 62 次農林水産統計年報（平成 26～27 年）」（九州農政局ホームページ） 
「第 63 次九州農林水産統計年報（平成 27～28 年）」（九州農政局ホームページ） 
「第 64 次九州農林水産統計年報（平成 28～29 年）」（九州農政局ホームページ） 
「第 65 次九州農林水産統計年報（平成 29～30 年）」（九州農政局ホームページ） 
「第 66 次九州農林水産統計年報（平成 30 年～令和元年）」（九州農政局ホームページ） 

より作成

表 3.2-8 海面漁業の漁業種類別漁獲量（平成 30年） 

（単位：t） 
区 分 唐津市 玄海町 佐賀県 松浦市 長崎県

小型底びき網 64 x 444 42 614 
船びき網 717 - 760 1,829 4,649 
中・小型まき網 - - - x 105,984 
その他の刺網 66 2 2,019 79 3,416 
大型定置網 x - x - 6,214 
小型定置網 x x 760 x 6,088 
その他の網漁業 - - 2,849 110 1,730 
その他のはえ縄 196 x x 1 2,922 
沿岸いか釣 428 6 434 1 4,330 
ひき縄釣 x - 70 5 1,363 
その他の釣 107 17 131 11 3,261 
採貝・採藻 334 8 355 384 2,542 
その他の漁業 99 x 118 86 1,888 

合 計 3,021 39 8,404 4,141 290,591 
注：1.「－」は皆無又は該当数字がないもの、「x」は数字が秘匿されているものを示す。 

2. 漁業種類の区分は、唐津市、玄海町及び松浦市で漁獲のあった漁業種類のみを示していることから

長崎県の合計値と表中の累積値は一致しない。

「第 66 次九州農林水産統計年報（平成 30 年～令和元年）」（九州農政局ホームページ） 
より作成
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b. 内水面漁業

佐賀県、唐津市、長崎県及び松浦市における平成 25 年の内水面漁業の養殖種類別経営

体数は表 3.2-9 のとおりである。 

唐津市における漁業経営体は 2 経営体、松浦市は 1 経営体である。 

なお、玄海町に内水面漁業の経営体はない。

表 3.2-9 内水面漁業の養殖種類別経営体数（平成 25年） 

区 分

営んだ養殖種類別経営体数

総

数

食 用 種苗用 観賞用

真

珠

小
計
（
実
数
）

に
じ
ま
す

そ
の
他
の
ま
す
類

あ

ゆ

こ

い

ふ

な

う
な
ぎ

す
っ
ぽ
ん

海
水
魚
種

そ
の
他

小
計
（
実
数
）

ま
す
類

あ

ゆ

こ

い

そ
の
他

小
計
（
実
数
）

錦
ご
い

き
ん
ぎ
ょ

佐賀県 16 13 2 3 － 1 － 2 7 － － 1 － － － 1 3 3 1 －

唐津市 2 x x x x x x x x x x x x x x x x x x x 

長崎県 20 17 － 2 － 1 － 3 10 － 1 － － － － － 4 4 2 －

松浦市 1 x x x x x x x x x x x x x x x x x x x 

注：1.「－」は皆無又は該当数字がないもの、「x」は数字が秘匿されているものを示す。 
2.玄海町に内水面漁業の経営体はない。

〔「2013 年漁業センサス第 7 巻内水面漁業に関する統計」（e-Stat 政府統計ポータルサイト）より作成〕 

④ 商 業

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 28 年の商業の状況は、表 3.2-10

のとおりである。

事業所数について、唐津市、玄海町、松浦市とも小売業が多く、唐津市では 1,066 事業

所、玄海町では 38 事業所、松浦市では 222 事業所である。 

表 3.2-10 商業の状況（平成 28年） 

（平成 28 年 6 月 1 日現在） 

区 分

合 計 卸売業 小売業

事業所数 従業者数

（人）

年間商品

販売額

（百万円）

事業所数 従業者数

（人）

年間商品

販売額

（百万円） 

事業所数 従業者数

（人）

年間商品

販売額

（百万円） 
佐賀県 8,635 58,007 1,663,929 1,826 14,497 853,670 6,809 43,510 810,259 
唐津市 1,308 7,974 181,223 242 1,496 71,474 1,066 6,478 109,749 
玄海町 45 191 2,973 7 30 995 38 161 1,978 

長崎県 14,737 95,219 2,986,949 3,020 24,577 1,578,422 11,717 70,642 1,408,527 
松浦市 271 1,271 36,724 49 373 25,537 222 898 11,187 

〔「平成 28 年経済センサス－活動調査 卸売業,小売業に関する集計」（e-Stat 政府統計ポータルサイト）より作成〕 
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⑤ 工 業

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 26 年の工業の状況は、表 3.2-11

のとおりである。

年間製品出荷額について、唐津市は約 1,374 億円、玄海町では 6,834 万円、松浦市では約

420 億円である。 

表 3.2-11 工業の状況（平成 26年）

区 分
事業所数

（事業所）

従業者数

（人）

製造品出荷額等

（万円）

佐賀県 1,407 58,424 173,565,453 
唐津市 163 5,984 13,739,217 
玄海町 4 34 6,834 

長崎県 1,794 55,126 156,249,400 
松浦市 33 1,644 4,196,900 

注：1．佐賀県、唐津市、玄海町の事業所数、従業者数は平成 26 年末現在、製造品出荷額は 1～12 月末

までの 1 年間のものである。 
2．長崎県、松浦市の事業所数、従業者数は平成 26 年 12 月 31 日現在、製造品出荷額等は、平成

26 年の 1 年間の数値である。 
3．事業所数は従業員 4 人以上の事業所を対象とした。 

「佐賀県統計年鑑（平成 29 年版）」（さが統計情報館）   
「平成 29 年工業統計調査結果確報」（長崎県ホームページ）より作成 
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3.2.2 土地利用の状況 

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 28 年度の地目別土地面積の状

況は、表 3.2-12 のとおりである。地目別土地面積について、唐津市、玄海町 、松浦市とも

山林が最も多くなっている。

事業実施想定区域周辺の土地利用の現況は図 3.2-1 のとおりであり、事業実施想定区域の

中央に位置する馬渡島では全域が農業地域となっている。

事業実施想定区域周辺では、用途地域は指定されていない。

また、事業実施想定区域周辺では、港湾計画が策定された港湾は位置していない。

表 3.2-12 地目別土地面積の状況（平成 28年度） 

（単位：ha） 
区 分 田 畑 宅 地 山 林 原 野 池沼 その他 総 数

佐賀県 44,636 21,930 16,205 63,176 6,448 － 5,546 157,940 
唐津市 4,327 7,110 2,122 16,239 2,156 － 1,056 33,010 
玄海町 680 862 172 916 189 － 103 2,922 

長崎県 27,313 44,249 20,322 93,485 13,275 68 6,758 205,468 
松浦市 1,585 1,338 648 2,848 1,033 － 291 7,743 

注：平成 28 年 1 月 1 日現在 

「佐賀県統計年鑑（平成 29 年版）」（さが統計情報館）   
「第 64 版（平成 29 年）長崎県統計年鑑」（長崎県ホームページ）より作成 



「国土数値情報（都市地域）平成 30 年度」（国土交通省ホームページ）
「国土数値情報（森林地域）平成 27 年度」（国土交通省ホームページ）
「国土数値情報（農業地域）平成 27 年度」（国土交通省ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）より作成

凡　例

事業実施想定区域

森林地域

農業地域

農用地区域

都市地域

航路

図 3.2-1　土地利用現況図
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3.2.3 河川、湖沼及び海域の利用並びに地下水の利用の状況 

1. 河川及び湖沼の利用状況

事業実施想定区域周辺には、馬渡島に河内川がある（図 3.1-10 参照）。

事業実施想定区域周辺では、「漁業法」（昭和 24 年法律第 267 号）に基づく内水面の共同

漁業権は設定されていない。

2. 海域の利用状況

事業実施想定区域周辺の海域における港湾、漁港の状況は、図 3.2-2 のとおりである。

事業実施想定区域周辺の港湾としては、地方港湾である呼子港がある。

事業実施想定区域周辺には、「漁港漁場整備法」（昭和 25 年法律第 137 号）に定められた

第 1 種及び第 2 種漁港が位置している。 

なお、事業実施想定区域を除く周辺海域には、海面の共同漁業権及び区画漁業権が表

3.2-13、表 3.2-14 及び図 3.2-3 のとおり設定されている。 

また、図 3.2-2 のとおり、事業実施想定区域周辺では、沿岸域に魚礁が設置されている。 

表 3.2-13(1) 共同漁業権の内容 

漁業の名称 漁業種類 漁業の名称 漁業時期 免許期間

松共第 10 号 
第一種共同漁業

貝類漁業 2 件（あわび、さざえ）、藻類

漁業 5 件（わかめ、ふのり、ひじき、て

んぐさ、かじめ）、その他漁業 3 件（う

に、たこ、なまこ）

周年 3 件（さざえ、うに、

たこ）

期間限定 7 件※（あわび、

なまこ等）

平成 25 年 
9 月 1 日 

～

平成 35 年 
（令和 5 年） 
8 月 31 日 

第二種共同漁業
雑魚小型定置網漁業、雑魚磯建網漁業 周年

かご漁業（いか） 4 月 1 日～7 月 31 日 

松共第 11 号 
第一種共同漁業

貝類漁業 4 件（あわび、とこぶし、さざ

え、にな）、藻類漁業 8 件（わかめ、ふ

のり、ひじき、もずく、ひとえぐさ、あ

まのり、てんぐさ、かじめ）、その他漁

業 4 件（うに、たこ、なまこ、餌むし） 

周年 6 件（とこぶし、さ

ざえ、にな、うに、たこ、

餌むし）

期間限定 10 件※（あわ

び、なまこ等）

第二種共同漁業
雑魚小型定置網漁業、雑魚磯建網漁業、

ぶり建網漁業
周年

松共第 12 号 

第一種共同漁業

貝類漁業 4 件（あわび、とこぶし、さざ

え、にな）、藻類漁業 8 件（わかめ、ふ

のり、ひじき、もずく、ひとえぐさ、あ

まのり、てんぐさ、かじめ）、その他漁

業 5 件（うに、たこ、なまこ、餌むし、

かめのて）

周年 7 件（とこぶし、さ

ざえ、にな、うに、たこ、

餌むし、かめのて）

期間限定 10 件※（あわ

び、なまこ等）

第二種共同漁業

雑魚小型定置網漁業、雑魚磯建網漁業、

建網漁業 2 件（ぶり、かます） 
周年

かご漁業（いか） 4 月 1 日～7 月 31 日 

松共第 13 号 
第一種共同漁業

貝類漁業 5 件（あわび、とこぶし、さざ

え、にな、あさり）、藻類漁業 8 件（わ

かめ、ふのり、ひじき、もずく、ひとえ

ぐさ、あまのり、てんぐさ、かじめ）、

その他漁業 4 件（うに、たこ、なまこ、

餌むし）

周年 7 件（とこぶし、さ

ざえ、にな、あさり、う

に、たこ、餌むし）

期間限定 10 件※（あわ

び、なまこ等）

第二種共同漁業
雑魚小型定置網漁業、雑魚磯建網漁業 周年

いか敷網漁業 1 月 1 日～4 月 30 日 
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表 3.2-13(2) 共同漁業権の内容 

漁業の名称 漁業種類 漁業の名称 漁業時期 免許期間

松共第 14 号 
第一種共同漁業

貝類漁業 5 件（あわび、とこぶし、さざ

え、にな、いがい）、藻類漁業 9 件（わ

かめ、ふのり、ひじき、もずく、ひとえ

ぐさ、あまのり、てんぐさ、えごのり、

かじめ）、その他漁業 4 件（うに、たこ、

なまこ、餌むし）

周年 7 件（とこぶし、さ

ざえ、にな、いがい、う

に、たこ、餌むし）

期間限定 11 件※（あわ

び、なまこ等）

平成 25 年 
9 月 1 日 

～

平成 35 年 
（令和 5 年） 

8 月 31 日 

第二種共同漁業 雑魚小型定置網漁業、雑魚磯建網漁業 周年

松共第 15 号 

第一種共同漁業

貝類漁業 5 件（あわび、とこぶし、さざ

え、にな、あさり）、藻類漁業 8 件（わ

かめ、ふのり、ひじき、もずく、ひとえ

ぐさ、あまのり、てんぐさ、かじめ）、

その他漁業 4 件（うに、たこ、なまこ、

餌むし）

周年 7 件（とこぶし、さ

ざえ、にな、あさり、う

に、たこ、餌むし）

期間限定 10 件※（あわ

び、なまこ等）

第二種共同漁業

小型定置網漁業 2 件（雑魚、いか）、ぶ

り建網漁業、かご漁業（ばい）、雑魚磯

建網漁業

周年

かご漁業（いか） 2 月 1 日～4 月 30 日 

松共第 16 号 

第一種共同漁業

貝類漁業 5 件（あわび、とこぶし、さざ

え、にな、いがい）、藻類漁業 8 件（わ

かめ、ふのり、ひじき、もずく、ひとえ

ぐさ、あまのり、てんぐさ、かじめ）、

その他漁業 4 件（うに、たこ、なまこ、

餌むし）

周年 7 件（とこぶし、さ

ざえ、にな、いがい、う

に、たこ、餌むし）

期間限定 10 件※（あわ

び、なまこ等）

第二種共同漁業

雑魚小型定置網漁業、雑魚磯建網漁業、

建網漁業（ぶり）、あなごかご漁業
周年

建網漁業（かます） 7 月 1 日～10 月 30 日 
かご漁業（いか） 1 月 20 日～4 月 15 日 

松共第 17 号 
第一種共同漁業

貝類漁業 4 件（あわび、とこぶし、さざ

え、にな）、藻類漁業 7 件（わかめ、ふ

のり、ひじき、もずく、あまのり、てん

ぐさ、かじめ）、その他漁業 4 件（うに、

たこ、なまこ、餌むし）

周年 6 件（とこぶし、さ

ざえ、にな、うに、たこ、

餌むし）

期間限定 9 件※（あわび、

なまこ等）

第二種共同漁業 雑魚磯建網漁業、あなごかご漁業 周年

松共第 18 号 

第一種共同漁業

貝類漁業 7 件（あわび、とこぶし、さざ

え、ばい、にな、あさり、かき）、藻類

漁業 9 件（わかめ、ふのり、ひじき、も

ずく、ひとえぐさ、あまのり、てんぐさ、

えごのり、かじめ）、その他漁業 4 件（う

に、たこ、なまこ、餌むし）

周年 8 件（とこぶし、さ

ざえ、ばい、にな、あさ

り、うに、たこ、餌むし） 
期間限定 12 件※（あわ

び、かき等）

第二種共同漁業

雑魚小型定置網漁業、雑魚磯建網漁業、

ぶり建網漁業、かご漁業 4 件（ぼら、ば

い、くろだい、かに）、あなごかご漁業

周年

かご漁業（いか） 2 月 1 日～4 月 30 日 
第三種共同漁業 ぼら飼付漁業 4 月 1 日～11 月 30 日 

松共第 19 号 第一種共同漁業

貝類漁業 7 件（あわび、とこぶし、さざ

え、ばい、にな、あさり、かき）、藻類

漁業 10 件（わかめ、ふのり、ひじき、

もずく、ひとえぐさ、あまのり、てんぐ

さ、えごのり、かじめ、すじあおのり）、

その他漁業 4 件（うに、たこ、なまこ、

餌むし）

周年 8 件（とこぶし、さ

ざえ、ばい、にな、あさ

り、うに、たこ、餌むし） 
期間限定 13 件※（あわ

び、かき等）
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表 3.2-13(3) 共同漁業権の内容 

漁業の名称 漁業種類 漁業の名称 漁業時期 免許期間

松共第 19 号 
第二種共同漁業

小型定置網漁業 2 件（雑魚、いか）、雑

魚磯建網漁業、建網漁業（ぶり）、かご

漁業 4 件（ぼら、ばい、くろだい、かに）、

あなごかご漁業

周年

平成 25 年 
9 月 1 日 

～

平成 35 年 
（令和 5 年） 

8 月 31 日 

建網漁業（かます） 7 月 1 日～10 月 30 日 
かご漁業（いか） 2 月 1 日～4 月 30 日 

第三種共同漁業 ぼら飼付漁業 4 月 1 日～11 月 30 日 

松共第 20 号 

第一種共同漁業

貝類漁業 9 件（あわび、とこぶし、さざ

え、ばい、にな、あさり、かき、あこや

がい、いがい）、藻類漁業 10 件（わか

め、ふのり、ひじき、もずく、ひとえぐ

さ、あまのり、てんぐさ、えごのり、か

じめ、すじあおのり）、その他漁業 4
件（うに、たこ、なまこ、餌むし）

周年 10 件（とこぶし、

さざえ、ばい、にな、あ

さり、あこやがい、いが

い、うに、たこ、餌むし） 
期間限定 13 件※（あわ

び、かき等）

第二種共同漁業

小型定置網漁業（雑魚）、雑魚磯建網漁

業、建網漁業（ぶり）、かご漁業 4 件（ぼ

ら、ばい、くろだい、かに）、あなごか

ご漁業

周年

小型定置網漁業（いか） 11 月 1 日～6 月 30 日 
建網漁業（かます） 7 月 1 日～10 月 30 日 
かご漁業（いか） 1 月 20 日～4 月 30 日 
しろうおやな漁業 2 月 1 日～4 月 30 日 

松共第 21 号 

第一種共同漁業

貝類漁業 9 件（あわび、とこぶし、さざ

え、ばい、にな、あさり、かき、あこや

がい、いがい）、藻類漁業 10 件（わか

め、ふのり、ひじき、もずく、ひとえぐ

さ、あまのり、てんぐさ、えごのり、か

じめ、すじあおのり）、その他漁業 4
件（うに、たこ、なまこ、餌むし）

周年 10 件（とこぶし、

さざえ、ばい、にな、あ

さり、あこやがい、いが

い、うに、たこ、餌むし） 
期間限定 13 件※（あわ

び、かき等）

第二種共同漁業

小型定置網漁業 2 件（雑魚、いか）、雑

魚磯建網漁業、建網漁業（ぶり）、かご

漁業 4 件（ぼら、ばい、くろだい、かに）、

あなごかご漁業、

周年

建網漁業（かます） 7 月 1 日～10 月 30 日 
かご漁業（いか） 1 月 20 日～4 月 15 日 
しろうお四手網漁業 2 月 1 日～4 月 30 日 

北共第 12 号 
第一種共同漁業

貝類漁業 6 件（あさり、あわび等）、藻

類漁業 8 件（あまのり、かじめ等）、そ

の他漁業 4 件（いせえび、うに、たこ、

なまこ）

周年

第二種共同漁業
雑魚磯刺網漁業、雑魚小型定置漁業、か

ご漁業 2 件（雑魚、いか） 
周年

注：※の期間限定は以下のとおり。

  あわび 12 月 21 日～10 月 31 日 かき  11 月 1 日～3 月 31 日 
  なまこ 10 月 1 日～3 月 31 日 わかめ 12 月 1 日～7 月 31 日 
  ふのり 2 月 1 日～6 月 30 日 ひじき 11 月 1 日～5 月 31 日 
  もずく  2 月 1 日～6 月 30 日（松共第 16 号、17 号は 1 月 1 日～6 月 30 日） 
  ひとえぐさ 10 月 1 日～6 月 30 日 あまのり  10 月 1 日～4 月 30 日 
  てんぐさ  2 月 1 日～9 月 30 日 えごのり  4 月 1 日～8 月 31 日 

かじめ 12 月 1 日～8 月 31 日 すじあおのり 10 月 1 日～4 月 30 日 

「佐賀県漁業権漁業の概要」（佐賀県、平成 31 年） 
「海しる（海洋状況表示システム）」（海上保安庁ホームページ）より作成
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表 3.2-14(1) 区画漁業権の内容 

免許番号 漁業種類 漁業の名称 漁業時期 免許期間

松区第 251 号 

第1種区画漁業 こんぶ養殖業

1 月 1 日 
～12 月 31 日 

平成 30 年 
9 月 1 日 

～

平成 35 年 
(令和 5 年) 
8 月 31 日 

松区第 252 号 
松区第 253 号 
松区第 254 号 
松区第 305 号 

第1種区画漁業 魚類小割式養殖業 くろまぐろ養殖業を除く

松区第 307 号 
松区第 308 号 
松区第 309 号 
松区第 310 号 
松区第 311 号 
松区第 312 号 
松区第 313 号 
松区第 314 号 
松区第 315 号 
松区第 316 号 
松区第 317 号 
松区第 318 号 
松区第 319 号 
松区第 320 号 
松区第 351 号 第1種区画漁業 くろまぐろ小割式養殖業

松区第 401 号 

第1種区画漁業 介類小割式養殖業

松区第 404 号 
松区第 405 号 
松区第 406 号 
松区第 407 号 
松区第 408 号 
松区第 409 号 
松区第 410 号 
松区第 411 号 
松区第 412 号 
松区第 413 号 
松区第 414 号 
松区第 415 号 
松区第 416 号 
松区第 417 号 
松区第 418 号 
松区第 504 号 

第1種区画漁業 かき垂下式養殖業

松区第 505 号 
松区第 506 号 
松区第 507 号 
松区第 508 号 
松区第 509 号 
松区第 510 号 
松区第 511 号 
松区第 512 号 
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表 3.2-14(2) 区画漁業権の内容 

免許番号 漁業種類 漁業の名称 漁業時期 免許期間

松区第 601 号 

第1種区画漁業 真珠養殖業

1 月 1 日 
～12 月 31 日 

平成 25 年 
9 月 1 日 

～

平成 35 年 
(令和 5 年) 
8 月 31 日 

松区第 602 号 
松区第 603 号 
松区第 604 号 
松区第 605 号 
松区第 606 号 
松区第 607 号 
松区第 608 号 
松区第 609 号 
松区第 610 号 
松区第 611 号 
松区第 651 号 

第1種区画漁業 真珠母貝垂下式養殖業 平成 30 年 
9 月 1 日 

～

平成 35 年 
(令和 5 年) 
8 月 31 日 

松区第 652 号 
松区第 653 号 
松区第 654 号 
松区第 655 号 
松区第 656 号 
松区第 657 号 
北区第 1088 号 

第1種区画漁業 魚類小割式養殖業 くろまぐろ養殖業を除く
北区第 1104 号 
北区第 518 号 

第1種区画漁業 藻類養殖業
北区第 519 号 

9 月 1 日 
～6 月 30 日 

「佐賀県漁業権漁業の概要」（佐賀県、平成 31 年） 
「海しる（海洋状況表示システム）」（海上保安庁ホームページ）より作成



「海しる（海洋状況表示システム )」（海上保安庁ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）より作成

港湾区域

漁港区域

海底輸送管

海底ケーブル

海底障害物（漁礁）

航路

凡　例

事業実施想定区域

図 3.2-2　港湾、漁港の状況
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串浦（淀野地区）
（第 1種漁港）
串浦（淀野地区）
（第 1種漁港）

N



「海しる（海洋状況表示システム )」（海上保安庁ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）より作成凡　例

事業実施想定区域

図 3.2-3　漁業権の位置

3.2-17

(138)

区画漁業権

共同漁業権

航路

0 2.5 5km

1:150,000

254,411413

308308

305305
309
404
309
404

311,351
310

311,351
310

412

405,312

601
409,253

410

314

313,506,507313,506,507

414,508414,508

511
315
415
315
415

252
406
252
406

505505

504504

319
610
319
610

418

316,317
510,509
316,317
510,509

609609
320,417
611,657
320,417
611,657

519
1104
519
1104

518
1088
518
1088

318,416,512
602 ～ 605
606 ～ 608
651 ～ 656

318,416,512
602 ～ 605
606 ～ 608
651 ～ 656

605
654
605
654

307307

401401

松共第 15 号松共第 15 号

408
407
251

408
407
251

松共第 14 号松共第 14 号

松共第 11 号松共第 11 号

松共第 10 号松共第 10 号

松共第 13 号松共第 13 号

松共第 18 号松共第 18 号

松共第 19 号松共第 19 号

松共第 20 号松共第 20 号

北共第 12 号北共第 12 号

松共第 21 号松共第 21 号

松共第 17 号松共第 17 号

松共第 12 号松共第 12 号

松共第 16 号松共第 16 号

松浦市松浦市

唐津市唐津市

玄
海
町

玄
海
町

N



3.2-18 

(139) 

3. 地下水利用の状況

唐津市、玄海町及び松浦市における地下水の利用状況は、表 3.2-15 のとおりである。平成 29

年度における地下水の年間取水量は、唐津市で 1,582 千 m3、玄海町で 198 千 m3、松浦市で 2,936

千 m3である。 

表 3.2-15 地下水の利用状況（平成 29年度） 

項 目

区 分

実績年間取水量（千 m3） 

地表水
地下水

湧 水 合 計
伏流水 浅井戸 深井戸

唐津市 13,234 1,554 24 4 0 14,816 
玄海町 628 7 191 0 0 826 
松浦市 2,936 2,936 

注：平成 30 年 3 月 31 日現在 

「平成 29 年度 佐賀県の水道」（佐賀県、平成 30 年）    
「平成 29 年度 長崎県水道事業概要」（長崎県、平成 30 年）より作成 
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3.2.4 交通の状況 

1. 陸上交通

事業実施想定区域周辺における主要な道路交通網の状況は、図 3.2-4 のとおりである。

主要な道路としては、一般国道 204 号、主要地方道の唐津呼子線、肥前呼子線、一般県道の

波戸岬線等がある。

主要な道路の交通量は表 3.2-16、調査地点は図 3.2-4 のとおりである。平成 27 年度における

平日の昼間の 12 時間交通量は、一般国道 204 号で 1,977～3,962 台、主要地方道の唐津呼子線

で 442 台、肥前呼子線で 516～3,614 台、今村枝去木線で 2,484～3,156 台、一般県道の加倉仮屋

港線で 1,163～2,698 台、波戸岬線で 1,350 台、名護屋港線で 11,100 台、納所入野線で 2,230 台

となっている。休日の 12 時間交通量は、一般国道 204 号で 2,300～3,750 台、一般県道の波戸

岬線で 1,947 台となっている。 

なお、事業実施想定区域周辺には、鉄道は整備されていない。

表 3.2-16 主要な道路の交通量（平成 27年度） 

調査 
単位 
区間 
番号 

道路種別 路線名 観測地点名 

平 日 休 日 

12 時間 
交通量 
（台） 

12 時間 
交通量 
大型車 
混入率 
（%） 

12 時間 
交通量 
（台） 

12 時間 
交通量 
大型車 
混入率 
（%） 

10485 
一般国道 一般国道 204号 

204 号（呼子町殿の浦 984-3）オラレ呼子駐車場 2,986 5.6 3,750 3.9 
10490 204 号（鎮西町名護屋 3458）茶苑海月駐車場 1,977 5.5 2,300 1.8 
10510 204 号（玄海町浜の浦）浜の浦公民館前 2,055 6.2 － － 
40285 

主要地方道 

唐津呼子線 唐津鎮西町野元野本公民館前 442 10.4 － － 
40905 

肥前呼子線 

肥前呼子線（玄海町諸浦）玄海町役場前 738 8.7 － － 
40910 － 3,614 13.0 － － 
40920 － 516 6.0 － － 
40930 唐津市鎮西町石室ネコスコーポレーション前 576 12.8 － － 
40940 唐津市鎮西町下石室 3654 太田表具店前 542 5.4 － － 
60740 今村枝去木線 東松浦町玄海町郡小加倉井上予防医学研究所横 3,156 10.3 － － 
61110 

一般県道 

加倉仮屋港線 加倉仮屋港線（玄海町諸浦）Ａコープ有浦店前 1,163 5.3 － － 
61190 波戸岬線 波戸岬線（鎮西町名護屋字先部）先部バス停前 1,350 5.3 1,947 2.3 
61290 名護屋港線 － 11,100 11.4 － － 
61330 納所入野線 納所入野線（肥前町入野 1909）バス旋回所横 2,230 6.2 － － 
T1418 一般国道 一般国道204号 国道 204 号（玄海町今村）値賀バス停前 3,962 7.9 2,416 2.6 
T1419 

一般県道 
今村枝去木線 今村枝去木線（玄海町今村）仮立上バス停前 2,484 9.4 1,624 1.7 

T1421 加倉仮屋港線 
一般県道加倉仮屋港線（玄海町諸浦）玄海町役場

南側バイパス 
2,698 8.2 2,647 3.4 

注：1．調査単位区間番号は、図 3.2-4 の番号に対応する。 
2．12 時間交通量は、午前 7 時～午後 7 時に測定した。 
3．斜字は推定値である。 
4．T1418、T1419 及び T1421 は、佐賀県独自調査個所である。 

〔「県内道路の交通量（平成 27 年度 全国道路・街路交通情勢調査）」（佐賀県ホームページ）より作成〕 



「平成 27 年度（2015）全国道路交通情勢調査　交通量図（佐賀県管内図）」
（佐賀県、平成 30 年） 
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　　　より作成

凡　例

事業実施想定区域

一般国道

主要地方道

一般県道

交通量調査地点

航路

図 3.2-4　主要な道路交通網及び交通量調査地点
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2. 海上交通

事業実施想定区域周辺において、呼子港から馬渡島、加唐島、松島及び小川島を結ぶ定期航

路が設定されている。航路の状況は図 3.2-5、呼子港及び仮屋港における平成 28 年の入港船舶

数、移出量及び移入量は表 3.2-17、乗降客数は表 3.2-18 のとおりである。 

平成 28 年における入港船舶数は、呼子港で 18,887 隻、仮屋港で 67 隻、海上貨物の移出量は

呼子港で約 7.3 万 t、移入量は約 7.6 千 t となっている。主な移入品は金属機械工業品、主な移

出品は鉱産品となっている。

また、呼子港での平成 28 年の乗込人数は 254,070 人、上陸人数は 253,830 人となっている。 

〔「唐津市離島航路情報」（唐津市ホームページ）より作成〕

表 3.2-17 呼子港の入港船舶数、移出量及び移入量（平成 28年） 

区 分
入港船舶 海上貨物（t） 

隻 数（隻） 総トン数（t） 移出量 移入量

呼子港 18,887 941,225 73,381 7,644 
仮屋港    67 18,319 

〔「佐賀県統計年鑑（平成 29 年版）」（さが統計情報館）より作成〕 

表 3.2-18 呼子港の乗降客数（平成 28年） 

（単位：人）

区 分
乗降客数

乗込人数 上陸人数

呼子港 254,070 253,830 

〔「佐賀県統計年鑑（平成 29 年版）」（さが統計情報館）より作成〕 



「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　　　より作成
凡　例

事業実施想定区域

航路

図 3.2-5　航路の状況
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3.2.5 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状

況及び住宅の配置の概況 

事業実施想定区域周辺の地域である唐津市及び玄海町における学校、病院その他の環境

の保全についての配慮が特に必要な施設は表 3.2-19、位置は図 3.2-6 のとおりである。住宅

の配置の概況は図 3.2-7 のとおりである。 

事業実施想定区域周辺の施設としては、事業実施想定区域の中央に位置する馬渡島に聖

母保育園、馬渡小学校及び馬渡中学校があり、馬渡島の南東側に建物用地が点在している。

表 3.2-19 環境の保全についての配慮が特に必要な施設 

図中

番号
分 類 施設名

1 

保育所 

ふたば園

2 なごや保育園

3 加部島保育園

4 殿の浦愛児園

5 あおば園

6 聖母保育園 

7 

小学校 

玄海みらい学園

8 馬渡小学校

9 名護屋小学校

10 加唐小学校

11 納所小学校

12 

中学校 

玄海みらい学園

13 加唐中学校

14 馬渡中学校

15 海青中学校

16 高等学校 唐津青翔高等学校

17 図書館 玄海町立図書館 

18 
医療施設 

堀田医院

19 （医）田渕医院

20 
福祉施設 

宝寿荘

21 玄海園

22 延寿荘

23 児童養護施設 聖母園 

注：図中番号は、図 3.2-6 の番号に対応する。 

「保育所の紹介」（唐津市ホームページ）

「認定こども園などの紹介」（唐津市ホームページ）

「幼稚園」（唐津市ホームページ）

「玄海町保育所」（玄海町ホームページ）

「小学校一覧」（唐津市ホームページ）

「中学校一覧」（唐津市ホームページ）

「義務教育学校（小学校・中学校）」（玄海町ホームページ）

「佐賀県の学校 －総括表・学校一覧－」（佐賀県ホームページ）

「玄海町立図書館」（玄海町ホームページ）

「地域医療情報システム」（（公）日本医師会ホームページ）

「佐賀県老人福祉協議会」（佐賀県老人福祉協議会ホームページ） 

佐賀県情報提供                 より作成



「国土数値情報（学校）平成 25 年度」（国土交通省ホームページ）
「国土数値情報（医療機関）平成 26 年度」（国土交通省ホームページ）
「国土数値情報（福祉施設）平成 27 年度」（国土交通省ホームページ）
「国土数値情報（公共施設）平成 18 年度」（国土交通省ホームページ）
佐賀県情報提供
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　より作成

凡　例

事業実施想定区域
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高等学校

図書館
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児童養護施設 航路

図 3.2-6　学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の位置
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「国土数値情報（土地利用細分メッシュ）平成 28 年度」（国土交通省ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　　　　　　　より作成

凡　例

事業実施想定区域

航路

建物用地

図 3.2-7　住宅の配置の概況
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3.2.6 下水道の整備状況 

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 30 年度の下水道の整備状況

は、表 3.2-20 のとおりである。 

行政区域人口に対する汚水処理施設の普及率は、唐津市では 90.3%、玄海町では 98.1%、

松浦市では 51.3%となっている。 

表 3.2-20 下水道の整備状況（平成 30年度） 

区 分
人 口

（人）

公共下水道 農業集落排水 漁業集落排水 浄化槽

処理人口

（人）

普及率

（%） 
処理人口

（人）

普及率

（%） 
処理人口

（人）

普及率

（%） 
処理人口

（人）

普及率

（%） 
佐賀県 825,321 503,872 61.1 57,435 7.0 3,611 0.4 126,290 15.3 

唐津市 121,890 87,956 72.2 9,343 7.7 3,016 2.5 9,788 8.0 
玄海町 5,608 4,240 75.6 489 8.7 0 0.0 773 13.8 

長崎県 1,354,839 849,254 62.7 39,784 2.9 9,060 0.7 197,465 14.6 
松浦市 22,724 4,850 21.3 0 0.0 1,347 5.9 5,468 24.1 

注：1．平成 30 年度末現在 
2．浄化槽には、コミュニティ・プラント及び小規模集合処理施設による処理人口を含む。 
3．普及率=処理区域人口/行政区域人口（各年度末現在住民基本台帳） 
4．普及率は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。 

「佐賀県の汚水処理人口普及状況（平成 30 年度末現在）」（佐賀県ホームページ）   
「平成 30 年度末の長崎県汚水処理人口普及状況について」（長崎県ホームページ）より作成 

3.2.7 廃棄物の状況 

1. 一般廃棄物

佐賀県、唐津市、玄海町、長崎県及び松浦市における平成 29 年度の一般廃棄物の処理状況

は、表 3.2-21 のとおりである。 

ごみ処理量は、唐津市では 40,659t、玄海町では 1,310t、松浦市では 6,127t であり、直接最終

処分量はそれぞれ 7t、0t、0t となっている。 

表 3.2-21 一般廃棄物の処理状況（平成 29年度） 

（単位：t） 

区 分 ごみ処理量
直 接

焼却量

直 接

最終処分量

焼却以外の

中間処理量

直 接

資源化量

中間処理後

再生利用量
最終処分量

佐賀県 265,537 218,930 7 38,551 8,049 43,223 9,811 
唐津市 40,659 31,823 7 3,119 5,710 1,111 4,270 
玄海町 1,310 1,160 0 150 0 56 201 
長崎県 461,166 400,939 9,788 44,342 6,097 49,059 43,534 
松浦市 6,127 5,448 0 664 15 836 265 

注：ごみ処理量は、直接焼却量、直接最終処分量、焼却以外の中間処理量、直接資源化量の合計を示す。

〔「平成 29 年度一般廃棄物処理事業実態調査結果」（環境省ホームページ）より作成〕 
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2. 産業廃棄物

佐賀県及び長崎県における平成 26 年度の産業廃棄物の排出量は、表 3.2-22 及び図 3.2-8 のと

おりである。

佐賀県における産業廃棄物の発生量は、3,174 千 t となっており、有償物量 86 千 t を除いた

排出量は 3,089 千 t である。このうち、脱水や焼却等の中間処理によって 1,444 千 t（排出量の

46.8%）が減量され、1,570 千 t（同 50.8%）が肥料や建設材料等に再生利用され、73 千 t（発

生量の 2.3%）が埋立処分されている。 

長崎県における農業・林業を除く産業廃棄物の発生量は、3,060 千 t となっており、有償物量

240 千 t を除いた排出量は 2,820 千 t である。このうち、脱水や焼却等の中間処理によって 2,698

千 t（排出量の 95.7%）が減量され、中間処理を経ず直接再利用された量は 3 千 t（同 0.1%）、

直接最終処分された量は 118 千 t（同 4.2%）等となっている。 

また、事業実施想定区域の周囲 50km 以内における産業廃棄物処理業者数は、表 3.2-23 のと

おりであり、中間処理業者が 169 業者、最終処分業者が 21 業者ある。自治体別の廃棄物処理

業者の状況は、図 3.2-9 のとおりである。 

表 3.2-22(1) 産業廃棄物の処理・処分状況（佐賀県；平成 26年度） 

（単位：千 t/年） 

区 分

種 類

発 
生 
量

有 
償 
物 
量

排 
出 
量

搬 
出 
量

再
生
利
用
量

委
託
処
理
量

最
終
処
分
量

そ
の
他
量

資
源
化
量

燃え殻 2 0 2 5 3 5 5 3 
汚 泥 1,480 1 1,479 115 96 113 8 0 97 
廃 油 26 10 16 16 10 16 19 
廃 酸 12 1 11 10 7 10 8 
廃アルカリ 5 0 5 3 1 3 1 
廃プラスチック類 57 2 55 48 26 48 17 0 27 
紙くず 5 3 2 1 1 1 0 4 
木くず 64 3 62 58 51 58 2 54 
繊維くず 0 0 0 0 0 0 0 0 
動植物性残さ 51 3 47 41 38 41 0 0 41 
動物系固形不要物 1 1 1 0 1 0 0 
ゴムくず 0 0 0 0 0 0 0 0 
金属くず 45 26 20 20 18 20 2 44 
ガラス・コンクリート・

陶磁器くず
37 0 36 34 26 34 10 26 

鉱さい 23 23 23 20 23 3 20 
がれき類 457 37 421 404 402 404 19 438 
ばいじん 11 11 11 11 11 0 11 
動物のふん尿 868 868 839 839 
動物の死体 2 2 2 2 
その他産業廃棄物 27 0 27 27 21 27 7 22 

合 計 3,174 86 3,089 822 1,570 819 73 0 1,655 
注：1．表中の空欄は推計上の該当値がないもの、「0」表示は千 t/年未満を示す。 

2．四捨五入しているため合計が合わない場合がある。 

「佐賀県廃棄物処理計画～「もったいない」の心で・・さが 3R 推進計画 2020～」 
（佐賀県、平成 29 年）                       より作成 
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表 3.2-22(2) 産業廃棄物の処理・処分状況（長崎県；平成 26年度） 

（単位：千 t/年） 

区 分

種 類

発 
生 
量

有 
償 
物 
量

排 
出 
量

搬 
出 
量

再
生
利
用
量

委
託
処
理
量

最
終
処
分
量

そ
の
他
量

資
源
化
量

燃え殻 44 7 37 37 14 14 23 21 
汚泥 1,234 110 1,125 192 50 192 2 0 159 
廃油 16 1 16 16 4 16 0 0 4 
廃酸 7 6 1 0 1 0 0 7 
廃アルカリ 6 6 6 1 6 0 1 
廃プラスチック類 52 1 51 50 28 50 15 0 29 
紙くず 4 1 3 3 3 3 0 4 
木くず 95 0 95 88 78 88 3 0 78 
繊維くず 0 0 0 0 0 0 0 0 
動植物性残さ 25 7 17 16 3 16 0 11 
動物系固形不要物

ゴムくず 0 0 0 0 0 0 0 0 
金属くず 86 47 39 36 36 36 3 0 83 
ガラス陶磁器くず 55 1 55 53 35 53 20 0 35 
鉱さい 8 8 8 7 8 2 7 
がれき類 640 4 637 539 604 539 32 607 
動物のふん尿 1,640 1,640 389 1,194 389 1,194 
動物の死体 4 4 4 1 4 1 
ばいじん 780 56 725 725 644 644 81 700 
特別管理産業廃棄物 11 0 11 11 1 11 0 0 1 

合 計 4,708 240 4,469 2,172 2,702 2,068 180 0 2,942 
注：1．表中の空欄は推計上の該当値がないもの、「0」表示は千 t/年未満を示す。 

2．四捨五入しているため合計が合わない場合がある。 

「平成 27 年度 長崎県産業廃棄物実態調査報告書（平成 26 年度実績）」 
（長崎県環境部廃棄物対策課、平成 28 年 2 月）               より作成 
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（単位：千 t/年） 

注：1．< >は発生量に対する割合、( )は排出量に対する割合を示す。 
2．図中の数値は、四捨五入の関係で収支が合わない場合がある。 

「佐賀県廃棄物処理計画～「もったいない」の心で・・さが 3R 推進計画 2020～」 
（佐賀県、平成 29 年）                       より作成 

図 3.2-8(1) 産業廃棄物排出量（佐賀県；平成 26年度） 
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「平成 27 年度 長崎県産業廃棄物実態調査報告書（平成 26 年度実績）」 
（長崎県環境部廃棄物対策課、平成 28 年 2 月）               より作成 

図 3.2-8(2) 産業廃棄物排出量（農業・林業を除く）（長崎県；平成 26年度） 
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表 3.2-23 産業廃棄物処理業者数 

県 名
種 類

地 域
中間処理業者 最終処分業者

佐賀県

唐津市 13 4 
玄海町 0 0 
佐賀市 25 2 
多久市 9 2 
伊万里市 9 1 
武雄市 9 2 
小城市 3 2 
嬉野市 3 0 
有田町 4 2 
大町町 0 0 
江北町 2 0 
白石町 3 0 

計 80 15 

長崎県

佐世保市 43 1 
平戸市 3 0 
松浦市 1 0 
壱岐市 9 0 
西海市 10 2 
川棚町 2 0 
波佐見町 3 0 
佐々町 0 0 

計 71 3 

福岡県

福岡市西区 9 1 
福岡市早良区 6 1 
糸島市 3 1 

計 18 3 

〔「産業廃棄物処理業者情報 検索システム」（環境省ホームページ）より作成〕
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「産業廃棄物処理業者情報　検索システム」（環境省ホームページ）より作成

中間処理業者数 /最終処分業者数
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3.2.8 環境の保全を目的とする法令等により指定された地域その他の対象及び当該

対象に係る規制の内容その他の環境の保全に関する施策の内容 

1. 公害関係法令等

(1)  環境基準等

大気汚染

大気汚染に係る環境基準は、「環境基本法」（平成 5 年法律第 91 号）に基づいて、表

3.2-24 のとおり定められている。 

表 3.2-24(1) 大気汚染に係る環境基準 

物 質 環境上の条件 評価方法

二酸化硫黄

1 時間値の 1 日平均値が

0.04ppm 以下であり、かつ、1
時間値が 0.1ppm 以下である

こと。

長期的評価

1 日平均値の 2%除外値が 0.04ppm 以下であること。 
ただし、1 日平均値が 0.04ppm を超えた日が 2 日以上

連続しないこと。

短期的評価
1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、 
1 時間値が 0.1ppm 以下であること。 

二酸化窒素

1 時間値の 1 日平均値が

0.04ppm から 0.06ppm までの

ゾーン内又はそれ以下である

こと。

1 日平均値の年間 98%値が 0.06ppm を超えないこと。 

一酸化炭素

1 時間値の 1 日平均値が

10ppm 以下であり、かつ、1
時間値の 8 時間平均値が

20ppm 以下であること。 

長期的評価

1 日平均値の 2%除外値が 10ppm 以下であること。 
ただし、1 日平均値が 10ppm を超えた日が 2 日以上連

続しないこと。

短期的評価
1 時間値の 1 日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、 
1 時間値の 8 時間平均値が 20ppm 以下であること。 

浮遊粒子状

物 質

1 時間値の 1 日平均値が

0.10mg/m3以下であり、かつ、

1 時間値が 0.20mg/m3 以下で

あること。

長期的評価

1 日平均値の 2%除外値が 0.10mg/m3以下であること。 
ただし、1 日平均値が 0.10mg/m3を超えた日が 2 日以

上連続しないこと。

短期的評価
1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、 
1 時間値が 0.20mg/m3以下であること。 

微小粒子状

物 質

1 年平均値が 15μg/m3 以下で

あり、かつ、1 日平均値が

35μg/m3 以下であること。 

長期的評価 1 年平均値が 15μg/m3以下であること。 

短期的評価
1日平均値の年間98パーセンタイル値が35μg/m3以下

であること。

光 化 学

オキシダント 
1 時間値が 0.06ppm 以下であ

ること。
昼間（5 時から 20 時まで）の 1 時間値が 0.06ppm 以下であること。 

備考：1．環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用し
ない。

2．浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が 10μm 以下のものをいう。 
3．微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μm の粒子を 50%の割合で分

離できる分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。
4．光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成さ

れる酸化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）を
いう。

「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和48年環境庁告示第25号） 
「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和53年環境庁告示第38号） 
「大気汚染に係る環境基準について」（昭和48年環大企第143号） 
「二酸化窒素に係る環境基準の改定について」（昭和53年環大企第262号） 
「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」（平成21年環境省告示第33号） 
「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について（通知）」（平成21年環水大発第090909001号）

より作成 
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表 3.2-24(2) 大気汚染に係る環境基準（ベンゼン等） 

物 質 環境上の条件

ベンゼン 1 年平均値が 0.003mg/m3以下であること。 

トリクロロエチレン 1 年平均値が 0.2mg/m3以下であること。 

テトラクロロエチレン 1 年平均値が 0.2mg/m3以下であること。 

ジクロロメタン 1 年平均値が 0.15mg/m3以下であること。 

備考：1．環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については適用し

ない。

2．ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれ

がある物質に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止される

ようにすることを旨として、その維持又は早期達成に努めるものとする。

〔「ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について」（平成 9 年環境庁告示第 4 号）より作成〕 

騒 音 

騒音に係る環境基準は、「環境基本法」に基づいて、表 3.2-25 のとおり定められている。 

唐津市、玄海町及び松浦市では、騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめる地域に

ついて、表 3.2-26 のとおり用途地域内で定められている。事業実施想定区域周辺では、地

域の類型をあてはめる地域は存在しない。
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表 3.2-25 騒音に係る環境基準 

道路に面する地域以外の地域 

地域の類型 
基準値 

昼 間 夜 間 

AA 50 デシベル以下 40 デシベル以下 

A 及び B 55 デシベル以下 45 デシベル以下 

C 60 デシベル以下 50 デシベル以下 

注：1．時間の区分は、昼間を午前 6 時から午後 10 時までの間とし、夜間を午後 10 時から翌

日の午前 6 時までの間とする。 
  2．AA を当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特

に静穏を要する地域とする。 
  3．A を当てはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。 
  4．B を当てはめる地域は、主として住居の用に供される地域とする。 
  5．C を当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域とする。 

 

道路に面する地域 

地域の区分 
基準値 

昼 間 夜 間 

A地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面す

る地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

B地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面す

る地域及び C 地域のうち車線を有する道路に面す

る地域 
65 デシベル以下 60 デシベル以下 

備考 車線とは、1 縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する

帯状の車道部分をいう。 
 
この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例とし

て次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。 
 

基準値 

昼 間 夜 間 

70 デシベル以下 65 デシベル以下 

備考 個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれて

いると認められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45 デシベル

以下、夜間にあっては 40 デシベル以下）によることができる。 
注：「幹線交通を担う道路」とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、市町村道（市町村

道にあっては 4 車線以上の区間に限る。）等をいい、「幹線道路を担う道路に近接する空間」

とは、2 車線以下の車線を有する道路は道路端から 15m までの範囲、また 2 車線を超える車

線を有する道路は道路端から 20m までの範囲をいう。 
 

〔「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号）より作成〕 
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表 3.2-26(1) 騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめる地域（唐津市） 

地域の類型 該当地域

A 類型 
第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域及び第 2 種

中高層住居専用地域

B 類型 第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 
C 類型 近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域

備考：この表において、第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2
種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準

工業地域及び工業地域とは、都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8 条第 1 項第 1 号の規定により定め

られた地域をいう。 

〔「騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめる地域」（平成 24 年唐津市告示第 106 号）より作成〕 

表 3.2-26(2) 騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめる地域（玄海町） 

地域の類型 該当地域

A 類型 
町の区域において、都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8 条第 1 項の規定により定められ

た第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種

中高層住居専用地域及び田園住居地域

B 類型 
町の区域において、都市計画法第 8 条第 1 項の規定により定められた第一種住居地域、第二

種住居地域及び準住居地域

C 類型 
町の区域において、都市計画法第 8 条第 1 項の規定により定められた近隣商業地域、商業地

域、準工業地域及び工業地域

「環境基本法に基づく騒音に係る環境基準及び新幹線鉄道騒音に係る環境基準の

地域の類型を当てはめる地域の指定」（平成 24 年佐賀県告示第 120 号）より作成 

表 3.2-26(3) 騒音に係る環境基準の地域の類型をあてはめる地域（松浦市） 

地域の類型 該当地域

A 類型 
第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域及び第 2 種

中高層住居専用地域

B 類型 第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 
C 類型 近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域

備考：この表において、第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 2
種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域、準

工業地域及び工業地域とは、都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8 条第 1 項第 1 号の規定により定め

られた地域をいう。 

〔「松浦市市民生活課資料」より作成〕
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水質汚濁 

水質汚濁に係る環境基準は、「環境基本法」に基づいて表 3.2-27 のとおり定められてい

る。事業実施想定区域周辺における水域の類型指定は、図 3.2-10 のとおりである。 

事業実施想定区域周辺は、海域では、玄海海域が同基準の「A 類型」、仮屋湾が全窒素・

全燐の「II 類型」に指定されている。なお、水生生物の保全に係る環境基準の水域類型は

指定されていない。

表 3.2-27(1) 水質汚濁に係る環境基準（人の健康の保護に関する環境基準） 

項 目 基準値 項 目 基準値

カドミウム 0.003mg/L 以下 1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 
全シアン 検出されないこと トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 
鉛 0.01mg/L 以下 テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 
六価クロム 0.05mg/L 以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 
砒 素 0.01mg/L 以下 チウラム 0.006mg/L 以下 
総水銀 0.0005mg/L 以下 シマジン 0.003mg/L 以下 
アルキル水銀 検出されないこと チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 
PCB 検出されないこと ベンゼン 0.01mg/L 以下 
ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 セレン 0.01mg/L 以下 
四塩化炭素 0.002mg/L 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 
1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 ふっ素 0.8mg/L 以下 
1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 ほう素 1mg/L 以下 
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 
1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 
備考：1．基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

2．「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方

法の定量限界を下回ることをいう。

3．海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 
4．硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、日本工業規格 K 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定さ

れた硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと日本工業規格K 43.1により測定された亜硝酸イ

オンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号）より作成〕 
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表 3.2-27(2) 水質汚濁に係る環境基準(生活環境の保全に関する環境基準:海域) 

ア

項目 

類型

利用目的の
適 応 性

基準値

水素イオン 
濃 度

化学的 
酸素要求量 溶存酸素量 大腸菌群数

n-ヘキサン
抽出物質

（pH） （COD） （DO） （油分等）

A 
水産 1 級 
水浴
自然環境保全及び B 以下の
欄に掲げるもの

7.8 以上 
8.3 以下 2mg/L 以下 7.5mg/L 以上 

1,000 
MPN/100mL 

以下

検出されな
いこと

B 
水産 2 級 
工業用水及び C の欄に掲げ
るもの

7.8 以上 
8.3 以下 3mg/L 以下 5mg/L 以上 －

検出されな
いこと

C 環境保全 7.0 以上 
8.3 以下 8mg/L 以下 2mg/L 以上 － －

備考 水産 1 級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70MPN/100mL 以下とする。 
注：1．自然環境保全  ：自然探勝等の環境保全 

2．水産 1 級 ：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産 2 級の水産生物用 
水産 2 級 ：ボラ、ノリ等の水産生物用

3．環境保全 ：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度

イ

項目 

類型

利用目的の適応性

基準値

全窒素 全 燐 

Ⅰ
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの
（水産 2 種及び 3 種を除く。） 0.2mg/L 以下 0.02mg/L 以下

Ⅱ
水産 1 種 
水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの
（水産 2 種及び 3 種を除く。） 

0.3mg/L 以下 0.03mg/L 以下

Ⅲ
水産 2 種及びⅣの欄に掲げるもの 
（水産 3 種を除く。） 0.6mg/L 以下 0.05mg/L 以下

Ⅳ
水産 3 種 
工業用水
生物生息環境保全

1mg/L 以下 0.09mg/L 以下

備考 1.基準値は、年間平均値とする。 
2.水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものと
する。

注：1．自然環境保全 ：自然探勝等の環境保全

2．水産 1 種 ：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して漁獲される

水産 2 種 ：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される

水産 3 種 ：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される

3．生物生息環境保全 ：年間を通して底生生物が生息できる限度 

ウ

項目 

類型

水生生物の生息状況の適応性

基準値

全亜鉛 
ノニル 

フェノール 

直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩 

生物A 水生生物の生息する水域 0.02mg/L 以下 0.001mg/L 以下 0.01mg/L 以下

生物
特 A 

生物 A の水域のうち、水生生物の産卵場（繁
殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が
必要な水域

0.01mg/L 以下 0.0007mg/L 以下 0.006mg/L 以下

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号）より作成〕 
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表 3.2-27(3) 水質汚濁に係る環境基準(生活環境の保全に関する環境基準:海域) 

エ 

項目 
 

類型 
水生生物が生息・再生産する場の適応性 

基準値 

底層溶存酸素量 

生物 1 
生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場を保全・再生する水

域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が再生産できる場を保全・

再生する水域 
4.0mg/L 以上 

生物 2 
生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物が生息できる場を

保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、

水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域 
3.0mg/L 以上 

生物 3 
生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場を保全・再生する水

域、再生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再生産できる場を保全・再

生する水域又は無生物域を解消する水域 
2.0mg/L 以上 

備考 基準値は、日間平均値とする。 

 
〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号）より作成〕 

表 3.2-27(4) 水質汚濁に係る環境基準(生活環境の保全に関する環境基準:河川) 

ア 

類 型 利用目的の適応性 
水素イオン

濃 度 
生物化学的

酸素要求量 
浮遊物質量 

溶 存 
酸素量 大腸菌 

群 数 
（pH） （BOD） （SS） （DO） 

AA 
水道 1 級、自然環境保全 

及び A 以下の欄に掲げるもの 
6.5 以上 
8.5 以下 

1mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

7.5mg/L 
以上 

50 
MPN/100mL 

以下 

A 
水道 2 級、水産 1 級、水浴 
及びB以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

2mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

7.5mg/L 
以上 

1,000 
MPN/100mL 

以下 

B 
水道 3 級、水産 2 級 

及びC以下の欄に掲げるもの 
6.5 以上 
8.5 以下 

3mg/L 
以下 

25mg/L 
以下 

5mg/L 
以上 

5,000 
MPN/100mL 

以下 

C 
水産 3 級、工業用水 1 級 
及びD以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 
8.5 以下 

5mg/L 
以下 

50mg/L 
以下 

5mg/L 
以上 

－ 

D 
工業用水 2 級、農業用水 
及び E の欄に掲げるもの 

6.0 以上 
8.5 以下 

8mg/L 
以下 

100mg/L 
以下 

2mg/L 
以上 

－ 

E 工業用水 3 級、環境保全 
6.0 以上 
8.5 以下 

10mg/L 
以下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと。 

2mg/L 
以上 

－ 

備考：1. 基準値は、日間平均値とする。 
2. 農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg/L 以上とする。 

注：1. 自然環境保全：自然探勝等の環境保全 
  2. 水道 1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道 2 級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 
水道 3 級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

  3. 水産 1 級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の水産生物用 
水産 2 級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産 3 級の水産生物用 
水産 3 級：コイ、フナ等、β-中腐水性水域の水産生物用 

  4. 工業用水 1 級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 
工業用水 2 級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 
工業用水 3 級：特殊の浄水操作を行うもの 

  5. 環境保全：国民の日常生活（沿岸の遊歩等を含む。）において不快感を生じない限度 
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イ

類 型 水生生物の生息状況の適応性 全亜鉛
ノニル

フェノール

直鎖アルキル

ベンゼンスルホン酸

及びその塩

生物 A 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生

生物及びこれらの餌生物が生息する水域
0.03mg/L 以下 0.001mg/L 以下 0.03mg/L 以下 

生物特 A 
生物A の水域のうち、生物A の欄に掲げる水生生

物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生育場として特

に保全が必要な水域 
0.03mg/L 以下 0.0006mg/L 以下 0.02mg/L 以下 

生物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及

びこれらの餌生物が生息する水域
0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.05mg/L 以下 

生物特 B 
生物A又は生物Bの水域のうち、生物Bの欄に掲

げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の生

育場として特に保全が必要な水域 
0.03mg/L 以下 0.002mg/L 以下 0.04mg/L 以下 

備考：基準値は、年間平均値とする。

〔「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁告示第 59 号）より作成〕 

表 3.2-27(5) 地下水の水質汚濁に係る環境基準 

項 目 基準値 項 目 基準値

カドミウム 0.003mg/L 以下 1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 
全シアン 検出されないこと 1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 
鉛 0.01mg/L 以下 トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 
六価クロム 0.05mg/L 以下 テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 
砒 素 0.01mg/L 以下 1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 
総水銀 0.0005mg/L 以下 チウラム 0.006mg/L 以下 
アルキル水銀 検出されないこと シマジン 0.003mg/L 以下 
PCB 検出されないこと チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 
ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 ベンゼン 0.01mg/L 以下 
四塩化炭素 0.002mg/L 以下 セレン 0.01mg/L 以下 
クロロエチレン（別名塩化
ビニル又は塩化ビニルモ
ノマー）

0.002mg/L 以下 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 ふっ素 0.8mg/L 以下 
1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 ほう素 1mg/L 以下 
1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 
備考 1．基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

2．「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法
の定量限界を下回ることをいう。 

3．硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 K 0102 の 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定された
硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものとK 0102の43.1により測定された亜硝酸イオンの濃度に
換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

4． 1,2-ジクロロエチレンの濃度は、規格 K 0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたシス体の濃度と規格 K 
0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

〔「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成 9 年環境庁告示第 10 号）より作成〕 
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土壌汚染 

土壌汚染に係る環境基準は、「環境基本法」に基づいて、表 3.2-28 のとおり定められて

いる。なお、土壌の汚染に係る環境基準は、汚染が専ら自然的原因によることが明らかで

あると認められる場所及び原材料の堆積場、廃棄物の埋立地その他の表中の項目欄に掲げ

る項目に係る物質の利用又は処分を目的として現にこれらを集積している施設に係る土壌

については適用されない。
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表 3.2-28 土壌汚染に係る環境基準 

項 目 環境上の条件 

カドミウム 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地においては、米 1kg に 
つき 0.4mg 以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機燐（りん） 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒(ひ)素 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地（田に限る。）におい

ては、土壌 1kg につき 15mg 未満であること。 
総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 

銅 農用地（田に限る。）において、土壌 1kg につき 125mg 未満であること。 
ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
クロロエチレン（別名塩化ビ
ニル又は塩化ビニルモノ
マー） 

検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.03mg 以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 

ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,4-ジオキサン 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

備考 1．環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては付表に定める方法により検液を作成し、こ

れを用いて測定を行うものとする。 
  2．カドミウム、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件の

うち検液中濃度に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において

当該地下水中のこれらの物質の濃度がそれぞれ地下水 1Lにつき0.01mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、
0.0005mg、0.01mg、0.8mg 及び 1mg を超えていない場合には、それぞれ検液 1L につき 0.03mg、
0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、0.03mg、2.4mg 及び 3mg とする。 

  3．「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、

その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 
  4．有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN をいう。 

5．1,2-ジクロロエチレンの濃度は、シス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。 
 

〔「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 3 年環境庁告示第 46 号）より作成〕 
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ダイオキシン類 

ダイオキシン類に係る環境基準は、「ダイオキシン類対策特別措置法」（平成 11 年法律

第 105 号）に基づいて、表 3.2-29 のとおり定められている。 

表 3.2-29 ダイオキシン類に係る環境基準 

媒 体 基準値

大 気 0.6pg-TEQ/m3以下 

水質（水底の底質を除く。） 1 pg-TEQ/L 以下 

水底の底質 150 pg-TEQ/g 以下 

土 壌 1,000 pg-TEQ/g 以下 

備考 1.基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とする。 
2.大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 
3.土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガスクロ

マトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマトグラフ三次

元四重極形質量分析計により測定する方法（この表の土壌の欄に掲げる測定方法を除く。以下

「簡易測定方法」という。）により測定した値（以下「簡易測定値」という。）に２を乗じた

値を上限、簡易測定値に 0.5 を乗じた値を下限とし、その範囲内の値をこの表の土壌の欄に掲

げる測定方法により測定した値とみなす。

4.土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が

250pg-TEQ/g 以上の場合（簡易測定方法により測定した場合にあっては、簡易測定値に 2 を乗

じた値が 250pg-TEQ/g 以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。

注：1．大気の汚染に係る環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又

は場所については適用しない。

2．水質の汚濁（水底の底質の汚染を除く。）に係る環境基準は、公共用水域及び地下水について適

用する。

3．水底の底質の汚染に係る環境基準は、公共用水域の水底の底質について適用する。 
4．土壌の汚染に係る環境基準は、廃棄物の埋立地その他の場所であって、外部から適切に区別され

ている施設に係る土壌については適用しない。

「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。） 

及び土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 11 年環境庁告示第 68 号）より作成 
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(2)規制基準等

騒 音

騒音については、「騒音規制法」（昭和 43 年法律第 98 号）に基づき、事業活動及び建

設作業に伴って発生する騒音の規制基準、並びに自動車騒音に係る要請限度が定められて

いる。

a. 特定工場等において発生する騒音

「騒音規制法」に基づく特定工場等において発生する騒音の規制基準は、表 3.2-30 のと

おりである。

事業実施想定区域周辺（唐津市、玄海町及び松浦市）については、第 2 種区域に指定さ

れている。

「騒音規制法に基づく騒音の規制地域及び規制基準」（平成 24 年唐津市告示第 107 号） 
「騒音規制法に基づく騒音の規制地域及び規制基準」（平成 4 年佐賀県告示第 399 号） 
「松浦市市民生活課資料」                       より作成

表 3.2-30(1) 特定工場等において発生する騒音についての規制基準（唐津市・玄海町） 

時間の区分

区域の区分

昼 間
（8:00～19:00） 

朝

（6:00～8:00） 
夕

（19:00～23:00） 

夜 間
（23:00～6:00） 

第 1 種区域 50 デシベル以下 45 デシベル以下 45 デシベル以下 

第 2 種区域 60 デシベル以下 50 デシベル以下 50 デシベル以下 

第 3 種区域 65 デシベル以下 65 デシベル以下 55 デシベル以下 

第 4 種区域 70 デシベル以下 70 デシベル以下 65 デシベル以下 

「騒音規制法に基づく騒音の規制地域及び規制基準」（平成 24 年唐津市告示第 107 号）

「騒音規制法に基づく騒音の規制地域及び規制基準」（平成 4 年佐賀県告示第 399 号）より作成 

表 3.2-30(2) 特定工場等において発生する騒音についての規制基準（松浦市） 

時間の区分

区域の区分

昼 間
（8:00～20:00） 

朝

（6:00～8:00） 
夕

（20:00～22:00） 

夜 間
（22:00～6:00） 

第 1 種区域 50 デシベル以下 45 デシベル以下 40 デシベル以下 

第 2 種区域 60 デシベル以下 50 デシベル以下 45 デシベル以下 

第 3 種区域 65 デシベル以下 60 デシベル以下 50 デシベル以下 

第 4 種区域 70 デシベル以下 65 デシベル以下 55 デシベル以下 

〔「松浦市市民生活課資料」より作成〕
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b. 建設作業騒音

「騒音規制法」に基づく特定建設作業に係る規制基準は、表 3.2-31 のとおりである。

事業実施想定区域周辺（唐津市、玄海町及び松浦市）については、第 1 号区域に指定さ

れている。

「特定建設作業に伴って発生する騒音規制に関する区域」（平成 24 年唐津市告示第 108 号） 
「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準別表の第 1 号に規定する区域」 
（平成 4 年佐賀県告示第 400 号）  
「松浦市市民生活課資料」                         より作成

表 3.2-31 特定建設作業において発生する騒音についての規制基準 

規制項目 第 1 号区域 第 2 号区域 適用除外作業 

敷地境界における騒音の 
大きさ 

規制基準 85 デシベル － 

作業ができない時間 
午後 7時から 

翌日午前7時まで 
午後10時から 

翌日午前6時まで 

イ.災害や非常事態時の緊急作業 
ロ.生命身体に対する危険防止のための作業 
ハ.鉄道又は軌道の正常運行を確保するための作

業
ニ.道路法により占用許可条件に夜間作業が指定

された場合
ホ.道路交通法により使用許可条件に夜間作業が

指定された場合

1 日あたりの作業時間 10 時間 14 時間 イ.災害や非常事態時の緊急作業 
ロ.生命身体に対する危険防止のための作業 

同一場所における作業時間 連続 6 日間 イ.災害や非常事態時の緊急作業 
ロ.生命身体に対する危険防止のための作業 

日曜・休日における作業 禁止 

イ.災害や非常事態時の緊急作業 
ロ.生命身体に対する危険防止のための作業 
ハ.鉄道又は軌道の正常運行を確保するための作

業
二.変電所の変更工事で従事者の生命及び身体の

安全を確保する作業
ホ.道路法により占用許可条件に休日作業が指定

された場合
ヘ.道路交通法により使用許可条件に休日作業が

指定された場合

◆特定建設作業 
1．くい打機（もんけんを除く。）、くい抜機又はくい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業

（くい打機をアースオーガーと併用する作業を除く。） 
2．びょう打機を使用する作業 
3．さく岩機を使用する作業注） 

4．空気圧縮機（電動機以外の原動機を用いるものであって、その原動機の定格出力が 15 キロワット以上のものに限
る。）を使用する作業（さく岩機の動力として使用する作業を除く。） 

5．コンクリートプラント（混練機の混練容量が 0.45 立方メートル以上のものに限る。）又はアスファルトプラント（混
練機の混練重量が 200 キログラム以上のものに限る。）を設けて行う作業（モルタルを製造するためにコンクリー
トプラントを設けて行う作業を除く。） 

6．バックホウ（一定の限界を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、原動機の
定格出力が 80 キロワット以上のものに限る。）を使用する作業 

7．トラクターショベル（一定の限界を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、
原動機の定格出力が 70 キロワット以上のものに限る。）を使用する作業 

8．ブルドーザー（一定の限界を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、原動機
の定格出力が 40 キロワット以上のものに限る。）を使用する作業 

「特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する基準」（昭和43年11月27日厚生省・建設省告示１号） 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準の一部改正について」（昭和63年12月16日環大特140号） 

より作成 
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c. 自動車騒音

「騒音規制法」に基づく自動車騒音の要請限度は、表 3.2-32 のとおりである。

事業実施想定区域周辺（唐津市、玄海町及び松浦市）については、b 区域に指定されて

いる。

「騒音規制法に基づく自動車騒音の要請限度に関する区域の区分」（平成 24 年唐津市告示第 109 号） 
「騒音規制法第 17 条第 1 項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令の別表 
の備考に規定する a 区域、b 区域及び c 区域の区域」（平成 24 年佐賀県告示第 121 号）  

「松浦市市民生活課資料」                             より作成 

＊ 自動車騒音の要請限度：「騒音規制法」（昭和 43 年法律第 98 号）の規定により、市町村長は、自

動車騒音が要請限度を超えていることにより道路周辺の生活環境が著しく

損なわれると認めるときは、都道府県公安委員会に対し、「道路交通法」

（昭和 35 年法律 105 号）の規定による措置をとるよう要請できる。 

表 3.2-32 自動車騒音の要請限度 

時間の区分

区域の区分
昼 間 夜 間

1 a 区域及び B 区域のうち 1 車線を有する道路に面する区域 65 デシベル 55 デシベル 
2 b 区域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する区域 70 デシベル 65 デシベル 

3 
c区域のうち 2車線以上の車線を有する道路に面する区域及びC区

域のうち車線を有する道路に面する区域
75 デシベル 70 デシベル 

備考：a 区域、b 区域、c 区域とは、それぞれ次の各号に掲げる区域として都道府県知事（市の区域内の

区域については、市長。）が定めた区域をいう。

a 区域；専ら住居の用に供される区域（市の区域内の区域については、市長。）が定めた区域をい

う。

b 区域；主として住居の用に供される区域 
c 区域；相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される区域 

「騒音規制法第 17 条第 1 項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」 
（平成 12 年総理府令第 15 号）                          より作成 
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振 動 

振動については、「振動規制法」（昭和 51 年法律第 64 号）に基づき、事業活動及び建

設作業に伴って発生する振動の規制基準、並びに道路交通振動に係る要請限度が定められ

ている。

a. 特定工場等において発生する振動

「振動規制法」に基づく特定工場等に係る振動の規制基準は、表3.2-33のとおりである。

事業実施想定区域周辺（唐津市、玄海町及び松浦市）については、第 1 種区域に指定さ

れている。

「振動規制法に基づく振動の規制地域及び規制基準」（平成 24 年唐津市告示第 110 号） 
「振動規制法に基づく振動の規制地域及び規制基準」（平成 4 年佐賀県告示第 402 号） 
「松浦市市民生活課資料」                       より作成 

表 3.2-33(1) 特定工場等に係る振動の規制基準（唐津市・玄海町）

時間の区分

区域の区分

昼 間

（8:00～19:00） 
夜 間

（19:00～8:00） 
第 1 種区域 60 デシベル 55 デシベル 
第 2 種区域 65 デシベル 60 デシベル 

「振動規制法に基づく振動の規制地域及び規制基準」（平成 24 年唐津市告示第 110 号） 
「振動規制法に基づく振動の規制地域及び規制基準」（平成 4 年佐賀県告示第 402 号）より作成 

表 3.2-33(2) 特定工場等に係る振動の規制基準（松浦市）

時間の区分

区域の区分

昼 間

（8:00～20:00） 
夜 間

（20:00～8:00） 
第 1 種区域 60 デシベル 55 デシベル 
第 2 種区域 65 デシベル 60 デシベル 

〔「松浦市市民生活課資料」より作成〕
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b. 建設作業振動 

「振動規制法」に基づく特定建設作業に係る振動の規制基準は、表 3.2-34 のとおりであ

る。 

事業実施想定区域周辺（唐津市、玄海町及び松浦市）については、第 1 号区域に指定さ

れている。 
 

「特定建設作業に伴って発生する振動について規制する区域」（平成 24 年唐津市告示第 111 号） 
「振動規制法施行規則別表第 1 の付表の第 1 号に規定する区域」（平成 4 年佐賀県告示第 403 号） 
「松浦市市民生活課資料」                           より作成 

 

表 3.2-34 特定建設作業に係る振動の規制基準 

区域の区分 振動の大きさ

の限度 作業禁止時間帯 
1 日当たりの

作業時間の

制 限 

同一場所に

おける作業

時間の制限 

日曜・休日 
の作業 

第 1 号区域 
75 デシベル 

午後７時から 翌日午

前７時まで 10 時間 
連続 6 日 禁止 

第 2 号区域 午後 10 時から 翌日

午前 6 時まで 14 時間 

◆特定建設作業 
1．くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）、くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）又はくい打く

い抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）を使用する作業 
2．鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業 
3．舗装版破砕機を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあつては、一日における当該作業に係

る二地点間の最大距離が 50 メートルを超えない作業に限る。） 

4．ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業（作業地点が連続的に移動する作業にあつては、一
日における当該作業に係る二地点間の最大距離が 50 メートルを超えない作業に限る。）原動機の定格出力
が 80 キロワット以上のものに限る。）を使用する作業 

 
「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58 号） 
「振動規制法施行令」（昭和 51 年政令第 280 号）より作成 
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c. 道路交通振動

道路交通振動については、「振動規制法」に基づき、表 3.2-35 のとおり要請限度が定め

られている。

＊ 道路交通振動の要請限度：「振動規制法」（昭和51年法律第64号）の規定により、市町村長は、道

路交通振動が要請限度を超えていることにより道路周辺の生活環境が著

しく損なわれると認めるときは、道路管理者に道路の舗装、維持、修繕

を、都道府県公安委員会に対し「道路交通法」（昭和35年法律105号）の

規定による措置をとるよう要請できる。

表 3.2-35 道路交通振動の要請限度 

時間の区分

区域の区分

昼 間

（8:00～19:00） 
夜 間

（19:00～8:00） 

第 1 種区域 65 デシベル 60 デシベル 

第 2 種区域 70 デシベル 65 デシベル 

備考：第 1 種区域；良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域及び住民の用

に供されているため、静穏の保持を必要とする区域

第 2 種区域；住居の用に併せて商業、工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住

民の生活環境を保全するため、振動の発生を防止する必要がある区域及び主として

工業等の用に供されている区域であって，その区域内の住民の生活環境を悪化させ

ないため、著しい振動の発生を防止する必要がある区域

「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58 号） 
「道路交通振動の限度に関する区域及び時間の区分」（平成 24 年唐津市告示第 112 号） 
「振動規制法施行規則別表第 2 の備考の 1 に規定する区域及び同備考の 2 に規定する時間」 
（平成 4 年佐賀県告示第 404 号）

「松浦市市民生活課資料」                         より作成
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 水底の底質 

水底の底質については、「底質の暫定除去基準について」（昭和 50 年環水管第 119 号）

に基づき、河川及び湖沼における総水銀の暫定除去基準値は 25ppm 以上、海域における総

水銀の暫定除去基準値は下記の計算式により算出した値以上と定められている。PCB は

10ppm 以上と暫定除去基準が定められている。 

 

C=0.18・ΔH/J・1/S 

     
ただし C ：総水銀の暫定基準値（ppm） 

      ΔH ：平均潮差（m） 
         J ：溶出率 
         S ：安全率 
(1) 平均潮差（m）は、当該水域の平均潮差とする。ただし、潮汐の影響に比して副振動の影響を強く

受ける海域においては、平均潮差に代えて次式によって算出した値とする。 
 

       ΔH=副振動の平均振幅（m）× 
 
(2) 溶出率は、当該水域の比較的高濃度に汚染されていると考えられる 4 地点以上の底質について、「底

質調査方法」の溶出試験により溶出率を求め、その平均値を当該水域の底質の溶出率とする。 
(3) 安全率は、当該水域及びその周辺の漁業の実態に応じて、次の区分により定めた数値とする。なお、

地域の食習慣等の特殊事情に応じて安全率をさらに見込むことは差し支えない。 
  1) 漁業が行われていない水域においては、10 とする。 
  2) 漁業が行われている水域で、底質及び底質に付着している生物を摂取する魚介類（エビ、カニ、

シャコ、ナマコ、ボラ、巻貝類等）の漁獲量の総漁獲量に対する割合がおおむね 1/2 以下である

水域においては、50 とする。 
  3) 2)の割合がおおむね 1/2 を越える水域においては、100 とする。 
 

また、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第五条第一項に規定する埋

立場所等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令」（昭和 48

年総理府令第 6 号）に基づき、水底土砂に係る判定基準が表 3.2-36 のとおり定められてい

る。 

対象事業の実施に当たり浚渫に伴う水底土砂が発生する場合には、「海洋汚染等及び海

上災害の防止に関する法律」（昭和 45 年法律第 136 号）第 10 条第 2 項第 4 号から 6 号に

基づき適正な処理等が必要となる。 

 

  

12×60（分） 

平均周期（分） 



3.2-52 

(173) 

表 3.2-36 水底土砂に係る判定基準 

項 目 環境上の条件 

アルキル水銀化合物 アルキル水銀化合物につき検出されないこと。 

水銀又はその化合物 検液 1L につき水銀 0.005mg 以下

カドミウム又はその化合物 検液 1L につきカドミウム 0.1mg 以下

鉛又はその化合物 検液 1L につき鉛 0.1mg 以下

有機りん化合物 検液 1L につき有機りん化合物 1mg 以下

六価クロム化合物 検液 1L につき六価クロム化合物 0.5mg 以下

ひ素又はその化合物 検液 1L につきひ素 0.1mg 以下

シアン化合物 検液 1L につきシアン 1mg 以下

ポリ塩化ビフェニル 検液 1L につきポリ塩化ビフェニル 0.003mg 以下

銅又はその化合物 検液 1L につき銅 3mg 以下

亜鉛又はその化合物 検液 1L につき亜鉛 2mg 以下

ふっ化物 検液 1L につきふっ素 15mg 以下

トリクロロエチレン 検液 1L につきトリクロロエチレン 0.3mg 以下

テトラクロロエチレン 検液 1L につきテトラクロロエチレン 0.1mg 以下

ベリリウム又はその化合物 検液 1L につきベリリウム 2.5mg 以下

クロム又はその化合物 検液 1L につきクロム 2mg 以下

ニッケル又はその化合物 検液 1L につきニッケル 1.2mg 以下

バナジウム又はその化合物 検液 1L につきバナジウム 1.5mg 以下

有機塩素化合物 試料 1kg につき塩素 40mg 以下

ジクロロメタン 検液 1L につきジクロロメタン 0.2mg 以下

四塩化炭素 検液 1L につき四塩化炭素 0.02mg 以下

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 1,2-ジクロロエタン 0.04mg 以下

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 1,1-ジクロロエチレン 1mg 以下

シス-1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につきシス-1,2-ジクロロエチレン 0.4mg 以下

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1,1,1-トリクロロエタン 3mg 以下

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 1,1,2-トリクロロエタン 0.06mg 以下

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 1,3-ジクロロプロペン 0.02mg 以下

チウラム 検液 1L につきチウラム 0.06mg 以下

シマジン 検液 1L につきシマジン 0.03mg 以下

チオベンカルブ 検液 1L につきチオベンカルブ 0.2mg 以下

ベンゼン 検液 1L につきベンゼン 0.1mg 以下

セレン又はその化合物 検液 1L につきセレン 0.1mg 以下

1,4-ジオキサン 検液 1L につき 1,4-ジオキサン 0.5mg 以下

ダイオキシン類 検液 1L につきダイオキシン類 10pg-TEQ 以下

 

「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第 5 条第 1 項に規定する埋立場所等に排出しよう 
とする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令」（昭和 48 年総理府令第 6 号）   より作成 
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土壌汚染 

区域の指定に係る基準は、表 3.2-37 のとおりである。「土壌溶出量基準」は、地下水経

由の摂取による健康影響の観点から、「土壌含有量基準」は、汚染された土壌の直接摂取

による健康影響の観点から定められている。

事業実施想定区域は、「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（昭和 45 年法律第 139

号）に基づく農用地土壌汚染対策地域には指定されていない。

また、事業実施想定区域は「土壌汚染対策法」（平成 14 年法律第 53 号）に基づく指定

地域に該当しない。

「平成 29 年度農用地土壌汚染防止法の施行状況」（環境省、平成 30 年） 
「佐賀県における要措置区域等の現在の指定状況」（佐賀県ホームページ）

「要措置区域及び形質変更時要届出区域の指定状況」（長崎県ホームページ）より作成

表 3.2-37 区域の指定に係る基準 

特定有害物質の種類（法第 2 条） 
区域の指定に係る基準（法第 6 条第 1 項第 1 号） 

＜地下水等の摂取によるリスク＞ ＜直接摂取によるリスク＞

土壌溶出量基準（mg/L) 土壌含有量基準（mg/kg） 

）

揮
発
性
有
機
化
合
物

（

第
一
種
特
定
有
害
物
質

クロロエチレン 0.002 以下 − 
四塩化炭素 0.002 以下 − 
1,2-ジクロロエタン 0.004 以下 
1,1-ジクロロエチレン 0.1 以下 − 
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04 以下 − 
1,3-ジクロロプロペン 0.002 以下 − 
ジクロロメタン 0.02 以下 − 
テトラクロロエチレン 0.01 以下 − 
1,1,1-トリクロロエタン 1 以下 − 
1,1,2-トリクロロエタン 0.006 以下 − 
トリクロロエチレン 0.03 以下 − 
ベンゼン 0.01 以下 − 

）

重
金
属
等

（

第
二
種
特
定
有
害
物
質

カドミウム及びその化合物 0.01 以下 150 以下 
六価クロム化合物 0.05 以下 250 以下 
シアン化合物 検出されないこと 50 以下（遊離シアンとして） 

水銀及びその化合物
水銀が 0.0005 以下、かつ、アルキ

ル水銀が検出されないこと
15 以下 

セレン及びその化合物 0.01 以下 150 以下 
鉛及びその化合物 0.01 以下 150 以下 
砒素及びその化合物 0.01 以下 150 以下 
ふっ素及びその化合物 0.8 以下 4,000 以下 
ほう素及びその化合物 1 以下 4,000 以下 

）

農 
薬 
等 
／ 
農 
薬 
＋ 
Ｐ 
Ｃ 
Ｂ 

（

第
三
種
特
定
有
害
物
質

シマジン 0.003 以下 − 

チオベンカルブ 0.02 以下 − 

チウラム 0.006 以下 − 

ポリ塩化ビフェニル（PCB） 検出されないこと − 

有機りん化合物 検出されないこと − 

〔「汚染土壌の処理業に関するガイドライン（改訂第 3版）」（環境省ホームページ）より作成〕 
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地盤沈下 

事業実施想定区域は、「工業用水法」（昭和 31 年法律第 146 号）及び「建築物用地下水

の採取の規制に関する法律」（昭和 37 年法律第 100 号）に基づく地下水の採取に係る指定

地域に該当しない。

残 土 

残土については、「建設副産物適正処理推進要綱」（平成 14 年国土交通省事務次官通達）

により、建設工事の副産物である建設発生土は、発生の抑制、再使用、再利用等の総合的

対策を適切に実施することとしている。
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 産業廃棄物 

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年法律第 137 号）により、汚染者負

担原則に基づき排出事業者が処理責任を有するものとして、表 3.2-38 に示す 20 種類の産業

廃棄物が定められている。 

表 3.2-38 産業廃棄物の種類と具体例 

種 類 具体例 

あ

ら

ゆ

る

事

業

活

動

に

伴

う

も

の 

(1) 燃え殻 石炭がら、焼却炉の残灰、炉清掃排出物、その他焼却残さ 

(2) 汚 泥 
排水処理後及び各種製造業生産工程で排出された泥状のもの、活性汚泥法に

よる余剰汚泥、ビルピット汚泥、カーバイトかす、ベントナイト汚泥、洗車

場汚泥、建設汚泥等 

(3) 廃 油 鉱物性油、動植物性油、潤滑油、絶縁油、洗浄油、切削油、溶剤、タールピッ

チ等 
(4) 廃 酸 写真定着廃液、廃硫酸、廃塩酸、各種の有機廃酸類等全ての酸性廃液 
(5) 廃アルカリ 写真現像廃液、廃ソーダ液、金属せっけん廃液等全てのアルカリ性廃液 

(6) 廃プラスチック類 合成樹脂くず、合成繊維くず、合成ゴムくず（廃タイヤを含む）等固形状・

液状の全ての合成高分子系化合物 
(7) ゴムくず 生ゴム、天然ゴムくず 
(8) 金属くず 鉄鋼又は非鉄金属の破片、研磨くず、切削くず等 

(9) ガラスくず、コンクリー

トくず及び陶磁器くず 

ガラス類（板ガラス等）、製品の製造過程等で生ずるコンクリートくず、イ

ンターロッキングブロックくず、レンガくず、廃石膏ボード、セメントくず、

モルタルくず、スレートくず、陶磁器くず等 
(10) 鉱さい 鋳物廃砂、電炉等溶解炉かす、ボタ、不良石炭、粉炭かす等 

(11) がれき類 工作物の新築、改築又は除去により生じたコンクリート破片、アスファルト

破片その他これらに類する不要物 

(12) ばいじん 
大気汚染防止法に定めるばい煙発生施設、ダイオキシン類対策特別措置法に

定める特定施設又は産業廃棄物焼却施設において発生するばいじんであっ

て集じん施設によって集められたもの 

特

定

の

事

業

活

動

に

伴

う

も

の 

(13) 紙くず 
建設業に係るもの（工作物の新築、改築又は除去により生じたもの）、パル

プ製造業、製紙業、紙加工品製造業、新聞業、出版業、製本業、印刷物加工

業から生ずる紙くず 

(14) 木くず 

建設業に係るもの（範囲は紙くずと同じ）、木材・木製品製造業（家具の製

造業を含む）、パルプ製造業、輸入木材の卸売業及び物品賃貸業から生ずる

木材片、おがくず、バーク類等 
貨物の流通のために使用したパレット等 

(15) 繊維くず 建設業に係るもの（範囲は紙くずと同じ）、衣服その他繊維製品製造業以外

の繊維工業から生ずる木綿くず、羊毛くず等の天然繊維くず 

(16) 動植物性残さ 食料品、医薬品、香料製造業から生ずるあめかす、のりかす、醸造かす、発

酵かす、魚及び獣のあら等の固形状の不要物 

(17) 動物系固形不要物 と畜場において処分した獣畜、食鳥処理場において処理した食鳥に係る固形

状の不要物 
(18) 動物のふん尿 畜産農業から排出される牛、馬、豚、めん羊、にわとり等のふん尿 
(19) 動物の死体 畜産農業から排出される牛、馬、豚、めん羊、にわとり等の死体 

(20) 以上の産業廃棄物を処分するために処理したもので、上記の産業廃棄物に該当しないもの（例えばコンクリー

ト固型化物） 
 

〔「産業廃棄物の種類と具体例」（公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センターホームページ）より作成〕 
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水質汚濁 

公共用水域の水質保全を図るため、「水質汚濁防止法」により人の健康の保護に関する

項目については全ての特定事業場を対象に、生活環境の保全に関する項目については排水

量 50m3/日以上の特定事業場を対象に、公共用水域に排出される水について全国一律の排水

基準が設定されている。健康項目及び生活環境項目の一律排水基準は、表 3.2-39 のとおり

である。

表 3.2-39(1) 一律排水基準（健康項目） 

項 目 許容限度 

カドミウム及びその化合物 0.03 mg／L 
シアン化合物 1 mg／L 
有機リン化合物 1 mg／L 
鉛及びその化合物 0.1 mg／L 
六価クロム化合物 0.5 mg／L 
砒素及びその化合物 0.1 mg／L 
水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 mg／L 
アルキル水銀化合物 検出されないこと。 

ポリ塩化ビフェニル 0.003 mg／L 
トリクロロエチレン 0.1 mg／L 
テトラクロロエチレン 0.1 mg／L 
ジクロロメタン 0.2 mg／L 
四塩化炭素 0.02 mg／L 
1,2-ジクロロエタン 0.04 mg／L 
1,1-ジクロロエチレン 1 mg／L 
シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 mg／L 
1,1,1-トリクロロエタン 3 mg／L 
1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg／L 
1,3-ジクロロプロペン 0.02 mg／L 
チウラム 0.06 mg／L 
シマジン 0.03 mg／L 
チオベンカルブ 0.2 mg／L 
ベンゼン 0.1 mg／L 
セレン及びその化合物 0.1 mg／L 

ほう素及びその化合物
海域以外

海 域

10 
230 

mg／L 
mg／L 

ふっ素及びその化合物
海域以外

海 域

8 
15 

mg／L 
mg／L 

アンモニア、アンモニウム化合物、

亜硝酸化合物及び硝酸化合物

アンモニア性窒素に0.4を
乗じたもの、亜硝酸性窒素

及び硝酸性窒素の合計量

100 mg／L 

1,4-ジオキサン 0.5 mg／L 

〔「一律排水基準」（環境省ホームページ）より作成〕
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表 3.2-39(2) 一律排水基準（生活環境項目） 

 

項 目 許容限度 

ｐH（水素イオン濃度） 
河川，湖沼 5.8～8.6 

海域 5.0～9.0 

BＯD（生物化学的酸素要求量） 
最       大     160 mg／L 

日 間 平 均     120 mg／L 

CＯD（化学的酸素要求量） 
最       大     160 mg／L 

日 間 平 均     120 mg／L 

ＳＳ（浮遊物質量） 
最       大     200 mg／L 

日 間 平 均     150 mg／L 

ノルマルヘキサン 
抽出物質含有量 

鉱油類 5 mg／L 

動植物油脂類 30 mg／L 

フェノール類含有量 5  

 

mg／L 

銅含有量 3  

 

mg／L 

亜鉛含有量 2  

 

mg／L 

溶解性鉄含有量 10  

 

mg／L 

溶解性マンガン含有量 10  

 

mg／L 

クロム含有量 2  

 

mg／L 

大腸菌群数 日 間 平 均   3,000 個／cm
3
 

窒素含有量 
最       大     120 mg／L 

日 間 平 均      60 mg／L 

燐含有量 
最       大      16 mg／L 

日 間 平 均      8 mg／L 
備考：1．「日間平均」による許容限度は、一日の排出水の平均的な汚染状態について定めた

ものである。 
2．この表に掲げる排水基準は、１日当たりの平均的な排出水の量が50m3以上である工

場又は事業場に係る排出水について適用する。 
3．水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存す

る硫化鉄鉱を採掘する鉱業を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水について

は適用しない。 
4．水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及

びクロム含有量についての排水基準は、改正政令の施行の際現にゆう出している温泉

を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しない。 
5．BODについての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に

限って適用し、CODについての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限っ

て適用する。  
6. 窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもた

らすおそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい

増殖をもたらすおそれがある海域（湖沼であって水の塩素イオン含有量が1リットル

につき9,000ミリグラムを超えるものを含む。以下同じ。）として環境大臣が定める海

域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 
7. 燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらす

おそれがある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖

をもたらすおそれがある海域として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公

共用水域に排出される排出水に限って適用する。 

 
〔「一律排水基準」（環境省ホームページ）より作成〕  
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(3)その他、環境保全計画等

佐賀県の環境政策

a. 佐賀県環境基本計画

佐賀県では、平成 12 年 3 月に第 1 期計画となる「佐賀県環境基本計画」を策定し、そ

の後、平成 23 年 10 月に第 2 期計画を策定した。第 2 期計画の対象期間が概ね 5 年経過し、

新たな課題に適切に対応するため、平成 28 年 3 月に第 3 期計画を策定した。 

第 3 期計画では、概ね平成 33 年度までに佐賀県が目指す環境の将来像「明日へとつな

ぐ“さがの環境”」の実現に向けて、(1)「地球温暖化防止対策の推進」、(2)「生活環境の

保全」、(3)「自然環境と生物多様性の保全と活用」、(4)「廃棄物の 減量化・リサイクル

と適正処理の推進」の 4 点を基本目標としている。 

また、将来像の実現に向け、6 つの政策分野について 21 の「求められる施策」を示して

いる。

〔「第 3 期佐賀県環境基本計画」（佐賀県、平成 28 年）より作成〕 

b. 松浦沿岸海岸保全基本計画

「松浦沿岸海岸保全基本計画」（佐賀県・長崎県、平成 27 年）は、佐賀県北西部及び

長崎県北部に位置する松浦沿岸の特性を踏まえ、離島を含めた総延長約 1,175km（佐賀県：

約 259km、長崎県：約 866km）について今後の海岸保全に関する基本的な計画として策定

したものである。本計画の中で、海岸保全の方向性として、①人々の生命と財産を守る海

岸の整備、②人々と豊かな自然環境が共生する海岸の保全と整備、③憩い・交流の場とし

ての海岸の実現の 3 つの基本理念を掲げている。 

環境の整備と保全にかかる課題に対応するため、佐賀県では 3 つのブロックに区分けし

て、防護・環境・利用が調和した海岸整備を推進することとしている。事業実施想定区域

周辺は「玄海ブロック」に該当し、「自然のロマンを感じる海岸・海と大地のハーモニー」

を海岸保全目標としている。

〔「松浦沿岸海岸保全基本計画」（佐賀県・長崎県、平成 27 年）より作成〕 

c. 佐賀県再生可能エネルギー等先進県実現化構想

佐賀県では、「佐賀県再生可能エネルギー等先進県実現化構想」を取りまとめ、世界的

に温室効果ガス排出削減に向けた取組が検討されている中で、重要な対策の 1 つであるエ

ネルギー起源の CO2排出削減に向けて、目指す姿とともに目指す姿の実現に向けた取り組

み方針を示している。この中で、目指す姿を「県内発や県にゆかりある 人・企業・技術・

製品等で日本・世界の再生可能エネルギー等の普及拡大に貢献」として掲げ、具体的な取

り組み例として「海洋再生可能エネルギーの推進」を挙げている。

〔「佐賀県再生可能エネルギー等先進県実現化構想」（佐賀県、平成 30 年）より作成〕 
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d. 佐賀県地球温暖化対策計画 

「佐賀県地球温暖化対策計画」（佐賀県、平成 30 年）は、パリ協定採択を受けて閣議

決定した「地球温暖化対策計画（平成 28 年 5 月）」を踏まえ、佐賀県における地球温暖

化対策をさらに推進するため、平成 15 年度に策定した前計画を改定したものである。計

画期間を 2018～2030 年度とし、3 つの施策展開方向に沿って温室効果ガス削減目標の達成

を目指している。この中で、温室効果ガス排出抑制等に関する業務部門・産業部門の横断

的な取り組みとして、再生可能エネルギー等の促進を挙げている。 
 

〔「佐賀県地球温暖化対策計画」（佐賀県、平成 30 年）より作成〕 
 

 唐津市の環境政策 

a. 第2次唐津市環境基本計画 

「第 2 次唐津市環境基本計画」（唐津市、平成 28 年）は、環境保全に関する施策を総

合的かつ計画的に推進するため、第 1 次計画で定めた基本理念「海・山・川と人が響きあ

う唐津」を引き継ぎ、望ましい環境像を実現するための 5 つの計画目標を示している。施

策の 1 つとして「再生可能エネルギーなどの普及・促進」「再生可能エネルギーなどによ

る地域活性化の推進」を掲げている。 
 

〔「第 2 次唐津市環境基本計画」（唐津市、平成 28 年）より作成〕 
 

b. 唐津市再生可能エネルギー総合計画 

「唐津市再生可能エネルギー総合計画」（唐津市、平成 25 年）では、唐津市の再生可

能エネルギーに関する潜在能力、活用策、方針等について示しており、再生可能エネルギー

の導入等による低炭素社会づくりの推進や地域産業の振興を目指している。本計画の中で、

3 つの目標(1)先進的チャレンジフィールド唐津の確立、(2)エネルギー産業の隆盛、(3)人材

育成・地域間交流の活発化と 6 つの戦略を掲げており、戦略 4 で風力発電普及や海洋エネ

ルギーの活用について述べている。 
 

〔「唐津市再生可能エネルギー総合計画」（唐津市、平成 25 年）より作成〕 
 

 玄海町の環境政策 

a. 第五次玄海町総合計画 

玄海町では、まちづくりの行動指針として「第五次玄海町総合計画」を策定し、町の将

来像「人と自然がおりなす笑顔あふれる玄海町」の実現のための基本目標を定めている。

このうち、①環境目標「自然と共生するまち」の施策 1-1 として「自然環境の保全」を掲

げており、地球温暖化対策、再生可能エネルギーの利用等の促進に取り組むこととしてい

る。 
 

〔「第五次玄海町総合計画」（玄海町、平成 25 年）より作成〕 
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長崎県の環境政策 

a. 長崎県環境基本計画

長崎県では、平成 23 年 3 月に策定した「長崎県環境基本計画」の計画期間が終期を迎

えることから、社会経済情勢の変化も踏まえつつ整理したうえで、長崎県環境基本条例に

掲げる基本理念の実現に向けた取組を推進するために新しい環境基本計画を策定した。

新しい環境基本計画では、地球温暖化対策、生物多様性の保全、循環型社会の構築等、

重要で喫緊の課題を解決する取組を強力に推進することにより、「海・山・人 未来につ

ながる環境にやさしい長崎県」の実現に努めることとしている。

計画期間は平成 28 年度から令和 2 年度までで、基本目標として「低炭素社会づくり」、

「人と自然が共生する地域づくり」、「循環型社会づくり」及び「安全・安心で快適な環

境づくり」の 4 つを掲げ、それぞれの基本目標を達成するため、特に重点的に推進する施

策として「雲仙エコプロジェクト」、「生物多様性保全プロジェクト」、「ゴミゼロなが

さきプロジェクト」及び「閉鎖性水域対策プロジェクト（大村湾再生、諫早湾干拓調整池

環境対策）」の 4 つの重点プロジェクトを位置付けている。 

〔「長崎県環境基本計画」（長崎県、平成 28 年）より作成〕 

b. 長崎県再生可能エネルギー導入促進ビジョン

長崎県では、平成 22 年度に「長崎県総合計画」を策定し、その基本方針において、施

策を進める４つの柱として、「再生可能エネルギーの利活用」、「省エネ技術の導入」、

「環境保全型産業の振興」及び「社会システムの構築」を定めている。

また、平成 24 年度には、今後、特に注力すべき事項について６つのプロジェクトから

なる「ナガサキ・グリーンニューディール戦略プロジェクト」を策定し、長崎県の特性や

県内技術を生かした環境・エネルギー分野での先進的なモデル創出や実証フィールドの誘

致・形成などに取組むこととしている。

〔「長崎県再生可能エネルギー導入促進ビジョン」（長崎県、平成 30 年）より作成〕 

c. 長崎県地球温暖化対策実行計画

「長崎県地球温暖化対策実行計画」（長崎県、平成 25 年）は、県が進める地球温暖化

対策の取組メニューを県民総ぐるみで推進することを目指して策定されたものであり、長

崎県内で排出される温室効果ガスの排出抑制、吸収作用の保全強化のための総合的な対策

を定めたものである。計画期間は平成 25 年度から令和 2 年度までの 8 年間であるが、情

勢の変化に応じて、適宜、見直しを行うこととしている。

〔「長崎県地球温暖化対策実行計画」（長崎県、平成 25 年）より作成〕 
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 松浦市の環境政策 

a. 松浦市総合計画 

松浦市では、平成 19 年度に策定した「松浦市総合計画」について、情勢の変化や多様

化する市民の要望に応えるべく、中間年度となる平成 24 年度に基本計画の一部見直しを

行った。このなかで、自然環境の保全については、①環境保全意識の高揚を図る、②公害

の防止のために監視体制の充実に努める、③自然環境を活用したまちづくりを推進し自然

に調和したまちづくりに努めることを掲げている。 

また、「松浦市都市計画マスタープラン」（松浦市、平成 20 年）で公害防止に関する

方針として、自然環境の保全に努め、公害防止・抑制策を講じることにより、公害のない

まちづくりを進めることとしている。 
 

〔「松浦市総合計画 基本計画（中間見直し）」（松浦市、平成 25 年）より作成〕 
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2. 自然関係法令等 

事業実施想定区域周辺における自然関係法令等による地域指定等の状況は、表 3.2-40 のとお

りである。 

表 3.2-40 自然関係法令等による地域指定等の状況 

地域その他の対象 
指定等の有無 

関係法令等 
周辺地域 

事業実施 
想定区域 

自 
然 
保 
護 

自然公園 
国立公園 × × 自然公園法 

佐賀県立自然公園条例 
長崎県立自然公園条例 

国定公園 ○ × 
県立自然公園 × × 

自然環境 
保  全 

原生自然環境保全地域 × × 自然環境保全法 
佐賀県環境の保全と創造に関する条例 自然環境保全地域 × × 

自然遺産  × × 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（世界遺

産条約） 

緑  地 
緑地保全地域 × × 都市緑地法 
特別緑地保全地区 × × 都市緑地法 
生産緑地地区 × × 生産緑地法 

動植物保護 

生息地等保護区 × × 絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律 
鳥獣保護区 ○ × 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 
休猟区 × × 
特定猟具使用禁止区域 ○ × 
指定猟法禁止区域 × × 
登録簿に掲げられる 
湿地の区域 × × 特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条

約（ラムサール条約） 
保護水面 × × 水産資源保護法 
野生動植物保護地区 × × 佐賀県環境の保全と創造に関する条例 

文 
化 
財 
保 
護 

文化遺産  × × 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約（世界遺

産条約） 

史跡・名勝 
国指定 ○ × 文化財保護法 
県指定 ○ × 佐賀県文化財保護条例、長崎県文化財保護条例 
市町指定 ○ × 唐津市文化財保護条例、松浦市文化財保護条例 

天然記念物 
国指定* ○ × 文化財保護法 
県指定 ○ × 佐賀県文化財保護条例、長崎県文化財保護条例 
市町指定 × × 唐津市文化財保護条例、松浦市文化財保護条例 

重要文化的

景観 国指定 × × 文化財保護法 

景 
観 
保 
全 

歴史的風土保存区域 × × 古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法 
景観計画区域 ○ × 景観法 
風致地区 × × 都市計画法 

国 
土 
防 
災 

保安林 × × 森林法 
海岸保全区域 ○ × 海岸法 
一般公共海岸区域 ○ × 海岸法 
河川区域 × × 河川法 
河川保全区域 × × 河川法 

注：「○」は指定あり、「×」は指定なしを示す。 

＊：地域を定めず指定された天然記念物が存在する。 

 

「国立公園」（環境省ホームページ） 
「国定公園一覧」（一般財団法人自然公園財団ホームページ） 
「自然公園位置図」（佐賀県ホームページ） 
「長崎県の自然公園」（長崎県ホームページ） 
「自然環境保全地域」（環境省ホームページ） 
「佐賀県環境の保全と創造に関する条例」（平成 14 年佐賀県条例第 48 号） 
「日本の世界自然遺産」（環境省ホームページ） 
「佐賀県の都市計画 2014」（佐賀県都市計画協会） 
「松浦市の都市計画」（松浦市ホームページ） 
「生息地等保護区一覧」（環境省ホームページ）       より作成 
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「平成 30 年度佐賀県鳥獣保護区等位置図」（佐賀県ホームページ） 
「ラムサール条約と条約湿地」（環境省ホームページ） 
「環境アセスメントデータベース」（EADAS ホームページ） 
「わが国の世界遺産」（外務省ホームページ） 
「佐賀県内所在指定文化財等件数一覧」（佐賀県ホームページ） 
「長崎県の文化財」（長崎県ホームページ） 
「唐津市景観計画」（唐津市、平成 29 年） 
「松浦市景観計画」（松浦市、平成 28 年） 
「国土数値情報」（国土交通省ホームページ）     より作成 

 

(1) 自然保護 

 自然公園法に基づく自然公園 

事業実施想定区域周辺における自然公園の状況は表 3.2-41 に、位置は図 3.2-11 のとおり

である。 

表 3.2-41 自然公園の状況 

区 分 名 称 指定年月日 
面 積（ha） 
（海域除） 

国定公園 玄海国定公園 昭和 31 年 6 月 1 日 10,152 
 

〔「国定公園一覧」（一般財団法人自然公園財団ホームページ）より作成〕 

 

 自然環境保全法及び県自然環境保全条例により指定される保全地域 

佐賀県では、「佐賀県環境の保全と創造に関する条例」に基づき、優れた自然環境及び

身近にある貴重な自然環境を将来に継承していくために、自然環境保全地域、特別地区、

野生動植物保護地区の地域指定を行っている。事業実施想定区域周辺において、自然環境

保全地域は存在しない。 

 

 世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約に基づく自然遺産の区域 

「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」では、文化遺産又は自然遺産の一

部を構成する物件であって、顕著な普遍的価値を有すると認められるものの一覧表を公表

することが定められている。事業実施想定区域周辺において、世界遺産一覧表に記載され

た文化遺産及び自然遺産の区域は存在しない。 

 

 都市緑地法に基づく緑地保全地域又は特別緑地保全地区の区域 

「都市緑地法」に基づく「特別緑地保全地区制度」として、都市に残された緑地を保全

するために、特別緑地保全地区が指定されている。事業実施想定区域周辺において、緑地

保全地域又は特別緑地保全地区は存在しない。 

  



3.2-64 

(185) 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護区等 

「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」では、鳥獣の保護が特に必要

である区域を鳥獣保護区として指定している。事業実施想定区域周辺における鳥獣保護区

等の状況は表 3.2-42 に、位置は図 3.2-12 のとおりである。 

表 3.2-42 鳥獣保護区等の状況 

区 分 名 称 存続期間 面 積（ha） 

鳥獣保護区

加唐島 平成 40 年 10 月 31 日 258 
松島 平成 40 年 10 月 31 日 58 
馬渡島 平成 34 年 10 月 31 日 400 
玄海 平成 31 年 10 月 31 日 1,202 

特定猟具使用禁

止区域（銃器）

波戸岬地区 平成 37 年 10 月 31 日 60 
呼子 平成 33 年 10 月 31 日 494 
玄海 平成 39 年 10 月 31 日 96 
藤ノ平ダム 平成 37 年 10 月 31 日 38 

「平成 30 年度佐賀県鳥獣保護区等位置図」（佐賀県ホームページ） 
「平成 28 年度鳥獣統計情報」（環境省ホームページ）  より作成 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく生息地等保護区 

「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」では、国内希少野生動植物

種の保存のため重要と認めるものを、生息地等保護区として指定することができる。

事業実施想定区域周辺において、絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法

律による生息地等保護区は存在しない。

特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約に基づく湿地の区域 

「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」では、湿地及びそこに生

息・生育する動植物の保全を促進するために、国際的に重要な湿地を指定している。事業

実施想定区域周辺において、同条約により指定された湿地は存在しない。



「国土数値情報（自然公園地域）平成 27 年度」（国土交通省ホームページ）
「自然公園位置図」（佐賀県ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　　　　　より作成

凡　例

事業実施想定区域

第 1種特別地域

第 2種特別地域

第 3種特別地域

普通地域

航路

図 3.2-11　自然公園の位置
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「平成 30 年度　佐賀県鳥獣保護区等位置図」（佐賀県ホームページ）
「国土数値情報（鳥獣保護区）平成 27 年度」（国土交通省ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　　より作成

凡　例

事業実施想定区域

航路

鳥獣保護区

特定猟具使用禁止区域

図 3.2-12　鳥獣保護区等の位置
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3.2-67 

(188) 

(2)文化財の状況

史跡・名勝・天然記念物

事業実施想定区域周辺の史跡、名勝及び天然記念物は、表 3.2-43 及び図 3.2-13 のとおり

である。国指定の特別史跡である「名護屋城跡並陣跡」や、国指定の天然記念物である「広

沢寺のソテツ」等がある。

表 3.2-43 史跡・名勝・天然記念物の状況 

図

中

番

号

指

定

種 別 名 称 所在地 指定年月日

1 
国

記

念 

物 

特別史跡 名護屋城跡並陣跡 唐津市・玄海町 昭和 30 年 08 月 22 日 
2 

天然記念物
広沢寺のソテツ 唐津市 大正 13 年 12 月 09 日 

3 カラスバト（種の指定） 唐津市・玄海町 昭和 46 年 05 月 19 日 
4 

県

記

念 

物

天然記念物
加部島暖地性植物群落 唐津市 昭和 49 年 02 月 25 日 

5 弁天島の呼子岩脈群 唐津市 平成 14 年 03 月 06 日 
6 史 跡 瓢塚古墳 唐津市 平成 16 年 03 月 08 日 

7 市

記

念 

物

史 跡 元寇記念之碑 松浦市 平成 21 年 9 月 30 日 

注：図中番号は、図 3.2-13 の番号に対応する。 

「佐賀県文化財データベース」（佐賀県ホームページ）

「市内の指定文化財一覧」（松浦市ホームページ）より作成 

埋蔵文化財包蔵地 

周知の埋蔵文化財包蔵地の状況は、図 3.2-14 のとおりである。事業実施想定区域周辺に

は、埋蔵文化財が数多く分布している。



「佐賀県文化財データベース」（唐津市ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）より作成凡　例

事業実施想定区域

国指定

県指定

市指定

文化財位置（範囲）

航路

図 3.2-13　史跡・名勝・天然記念物の状況

(189)
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「佐賀県遺跡地図」（佐賀県ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）より作成

凡　例

事業実施想定区域

埋蔵文化財包蔵地

すでに消滅した遺跡

航路

図 3.2-14　埋蔵文化財包蔵地の状況
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3.2-70 

(191) 

(3)景観保全関係

景観計画区域

事業実施想定区域周辺の自治体では、唐津市及び松浦市が景観行政団体に指定されてお

り、それぞれ「唐津市景観計画」（唐津市、平成 29 年）及び「松浦市景観計画」（松浦市、

平成 28 年）が策定されており、市内全域を景観計画区域としている。事業実施想定区域周

辺では、先導的に取り組むエリアの 1 つである「呼子周辺エリア」が設定されている。

「唐津市景観計画」（唐津市、平成 29 年変更）

「松浦市景観計画」（松浦市、平成 28 年） より作成 

風致地区 

風致地区は、良好な自然的景観を形成している区域のうち、土地利用計画上、都市景観

の保全を図るため風致の維持が必要な地域を都市計画の中で指定するものである。事業実

施想定区域周辺において、風致地区は存在しない。

「唐津市の風致地区」（唐津市ホームページ）  

「松浦市の都市計画」（松浦市ホームページ） より作成

(4)国土防災関係

森林法に基づく保安林

保安林は、水源の涵養、土砂の崩壊その他の災害の防備、生活環境の保全・形成等、特

定の公益目的を達成するため、農林水産大臣又は都道府県知事によって指定される。事業

実施想定区域周辺における保安林の指定状況は、図 3.2-15 のとおりである。 

海岸法に基づく海岸保全区域 

「海岸保全区域」とは、国土を津波、高潮、波浪等の被害から防護するために、海岸法

の規定に基づき、都道府県知事が指定した区域である。事業実施想定区域周辺における海

岸保全区域の状況は、図 3.2-16 のとおりである。 



「国土数値情報（森林地域）平成 27 年度」（国土交通省ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　　より作成

凡　例

事業実施想定区域

森林地域

保安林

航路

図 3.2-15　保安林の指定状況

3.2-71

(192)

0 2.5 5km

松浦市松浦市

唐津市唐津市

玄
海
町

玄
海
町

1:150,000

N



「環境アセスメントデータベース」（EADAS ホームページ）
「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）　より作成

凡　例

事業実施想定区域

海岸保全区域

航路

図 3.2-16　海岸保全区域の状況
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3.2-73 

(194) 

3.2.9 その他の事項 

1. 事業実施想定区域周辺における稼働中及び計画中の風力発電所の状況

事業実施想定区域周辺の稼働中の風力発電所の状況は表 3.2-44、稼働中の風力発電所の位置

は図 3.2-17 のとおりである。なお、事業実施想定区域からは離れているが、唐津市域では現在、

計画中の風力発電事業が 4 件ある。 

表 3.2-44 稼働中及び計画中の風力発電所の状況 

発電所名 事業者 設備能力 稼働年月

波戸岬少年自然の家風力発電設

備 
佐賀県教育庁

45kW×1 基

総出力 45kW 
2004 年 3 月 

串崎風力発電所 鎮西ウィンドパワー
1,980kW×1 基 
総出力 1,980ｋW 

2004 年 1 月 

玄海ウィンドファーム 
株式会社玄海風力エネルギー

開発

1,500kW×6 基 
総出力 9,000ｋW 

2005 年 2 月 

肥前風力発電所 肥前風力発電株式会社
1,500kW×8 基 
総出力 12,000kW 

2005 年 3 月 

肥前風力エネルギー開発風力発

電機 
肥前風力エネルギー開発

1,500kW×1 基 
総出力 1,500kW 

2004 年 4 月 

（仮称）唐津洋上風力発電事業

Phase2
再エネ主力発電化推進機構

洋上唐津発電合同会社

総出力 200,000kW 
（9,500～12,000kW×

16～21 基程度） 

環境影響評価法

手続中（配慮書）

（仮称）長崎県平戸市沖～馬渡

島沖洋上風力発電事業 

再エネ主力発電化推進機構

洋上平戸発電合同会社

総出力最大 617,500kW 
（9,500～12,000kW×

最大 65 基程度） 

環境影響評価法

手続中（配慮書）

（仮称）加部島風力発電事業 西九州風力発電株式会社

総出力 7,500kW 
（最大 4,000kW 級×

最大 3 基） 

環境影響評価条例

手続中（方法書）

（仮称）向島洋上風力発電事業 西九州風力発電株式会社

総出力 7,500kW 未満 
（1,870～3,740kW×2
～4 基） 

環境影響評価条例

手続中（配慮書）

「環境アセスメントデータベース」（EADAS ホームページ） 
「環境影響評価情報支援ネットワーク」（環境省ホームページ） より作成



「環境アセスメントデータベース」（EADAS ホームページ）

「地理院地図（電子国土 Web）」（国土交通省ホームページ）より作成
凡　例

事業実施想定区域

稼働中の風力発電所

波戸岬少年自然の家風力発電設備

串崎風力発電所

玄海ウィンドファーム

肥前風力発電所

肥前風力エネルギー開発風力発電機

計画中の風力発電所

(仮称 )唐津洋上風力発電事業 Phase2

( 仮称 )長崎県平戸市沖～馬渡島沖洋上風力発電事業

(仮称 )加部島風力発電事業

(仮称 )向島洋上風力発電事業

航路

図 3.2-17　稼働中及び計画中の風力発電所の位置
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